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Press Release

報道関係者 各位

事務処理誤り等（平成２４年５月分）について

平成 24 年 5 月分の事務処理誤り等の件数及び個別の事案等について、別添

のとおりお知らせいたします。

なお、日本年金機構においては、引き続き事務処理誤り等の再発防止に努めて

まいります。

平成２４年７月６日

（照会先）

品質管理部長 竹村 英機

（電話直通 ０３－６８９２－０７５２）

経営企画部広報室

（電話直通 ０３－５３４４－１１１０）
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別添

事務処理誤り等（平成２４年５月分）について

Ⅰ 概 要

日本年金機構（本部及び年金事務所等）における公的年金業務の事務処理誤り及び業

務上発生した事件・事故（以下「事務処理誤り等」という。社会保険庁時代のものを含

む。）について、５月に、本部担当部署及び年金事務所等の事務処理誤り等の詳細な報

告が完了したもの及びシステム事故等の詳細な報告が完了したものを取りまとめたもの。

・これらの事務処理誤り等については、被保険者等の関係者から公表を控えるよう強く要請されない

限り、原則として、その事案の概要等を公表します。今回取りまとめた180件のうち、公表可能な118

件及びシステム事故3件について、その概要を日本年金機構ＨＰに掲載しています。

Ⅱ 状 況

以下の分析については、システム事故等を除く事務処理誤り等の１８０件を対象とし

ています。

１ 事務処理誤り等区分別件数

（１）受付時の書類管理誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2件 （1.1%）

〔郵送や窓口で受領した書類の担当部署への回付漏れ等、受付時の誤り〕

（２）確認・決定誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 81件（45.0%）

〔届書内容の確認誤り、金融機関等のコード記入誤り等、事実関係の誤認や法令の適用誤り〕

（３）未処理・処理遅延・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21件（11.7%）

〔審査決定すべき届書の未処理、社会保険オンラインシステムへの入力漏れ、日本年金機構本部

への進達漏れ、関係部署からの返戻書類の未処理等〕

（４）入力誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10件 (5.6%）

〔数字や氏名等の入力誤り、一部項目の入れ違え等、入力時の誤り〕

（５）通知書等の作成誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6件 （3.3%）

〔様式誤り、記載事項誤り等、出力・作成時等の誤り〕

（６）誤送付・誤送信・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9件 （5.0%）

〔別の送付先への書類混入等の誤送付、誤送信、誤交付等、配付時の誤り〕

（７）説明誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6件 （3.3%）

〔窓口、電話等での制度説明誤り、申請書等の指示誤り等、相談時の誤り〕

（８）受理後の書類管理誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 0件 （0.0%）

〔受理した申請書、添付書類の紛失等〕

（９）記録訂正誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3件 （1.7%）

〔別人の記録を訂正、別人の記録を統合〕

（10）事故等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 42件（23.3%）

〔身分証明書等の紛失、不適正な事務処理等、お客様への不審電話等、通常の業務処理の流れの

中での誤りには該当しないもの〕

合計 180件（100.0%）
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２ 制度等別件数

（１）厚生年金適用関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 34件 （18.9%）

（２）厚生年金徴収関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5件 (2.8%）

（３）国民年金適用関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7件 （3.9%）

（４）国民年金徴収関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 27件 (15.0%）

（５）年金給付関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 68件 （37.8%）

（６）船員保険関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 0件 （0.0%）

（７）その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 39件 （21.6%）

合計 180件（100.0%）

３ 制度等別･事務処理誤り等区分別内訳

表１ 制度等別・事務処理誤り等区分別内訳一覧表
受付時

の書類

管理誤

り

確認・

決定誤

り

未処理・

処理遅

延

入力誤

り

通知書

等の作

成誤り

誤送付・

誤送信

説明誤

り

受理後

の書類

管理誤

り

記録訂

正誤り
事故等 計

厚生年金

適用関係

1 13 5 8 1 6 0 0 0 0 34

(0) (4) (1) (1) (1) (2) (0) (0) (0) (0) (9)

厚生年金

徴収関係

0 1 1 0 0 1 0 0 0 2 5

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (1) (1)

国民年金

適用関係

0 5 1 1 0 0 0 0 0 0 7

(0) (1) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (2)

国民年金

徴収関係

0 12 8 1 0 2 3 0 0 1 27

(0) (4) (1) (0) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (6)

年金給付

関係

1 50 6 0 5 0 3 0 3 0 68

(1) (9) (2) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (12)

船員保険

関係

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

その他
0 0 0 0 0 0 0 0 0 39 39

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (32) (32)

計
2 81 21 10 6 9 6 0 3 42 180

(1) (18) (4) (2) (1) (3) (0) (0) (0) (33) (62)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。
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４ 事務処理誤り等の原因

（１）原因別件数

① 確認不足・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・109件（60.6%）

〔窓口装置操作の際にキータッチ等を誤ったもの・入力を漏らしていたもの、通知書等の封入

封緘時における内容物や宛先の確認を漏らしていたもの等〕

② 適用・認識誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22件（12.2%）

〔法令や通知等に係る解釈を誤っていたもの、理解が不足していたもの等〕

③ 届書等の放置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10件 (5.6%）

〔本来行うべき処理を多忙や失念により適切な時期までに処理を行わなかったもの〕

④ その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 39件（21.6%）

〔不正行為、不適正な事務処理、事故等〕

合計 180件（100.0%）

（２）原因別･事務処理誤り等区分別内訳

表 ２ 原因別・事務処理誤り等区分別内訳一覧表

受付時
の書類

管理誤り

確認・
決定誤り

未処理・
処理遅

延
入力誤り

通知書
等の作
成誤り

誤送付・
誤送信 説明誤り

受理後
の書類

管理誤り

記録訂
正誤り 事故等 計

確認不足
1 65 11 10 4 9 4 0 3 2 109

(1) (15) (3) (2) (0) (3) (0) (0) (0) (0) (24)

適用・認識誤り
0 16 1 0 2 0 2 0 0 1 22

(0) (3) (0) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (1) (5)

届書等の放置
1 0 9 0 0 0 0 0 0 0 10

(0) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (1)

その他
0 0 0 0 0 0 0 0 0 39 39

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (32) (32)

計
2 81 21 10 6 9 6 0 3 42 180

(1) (18) (4) (2) (1) (3) (0) (0) (0) (33) (62)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。

（３）原因別･制度等別内訳

表 ３ 原因別・制度等別内訳一覧表

厚生年金
適用関係

厚生年金
徴収関係

国民年金
適用関係

国民年金
徴収関係

年金給付
関係

船員保険
関係 その他 計

確認不足
30 3 5 17 53 0 1 109

(8) (0) (2) (5) (9) (0) (0) (24)

適用・認識誤り
2 2 1 5 12 0 0 22

(1) (1) (0) (1) (2) (0) (0) (5)

届書等の放置
2 0 1 4 3 0 0 10

(0) (0) (0) (0) (1) (0) (0) (1)

その他
0 0 0 1 0 0 38 39

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (32) (32)

計
34 5 7 27 68 0 39 180

(9) (1) (2) (6) (12) (0) (32) (62)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。
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５ 事務処理誤り等による影響

（１）事務処理誤り等による影響額別内訳

表 ４ 事務処理誤り等による影響額別一覧表

影響額
厚生年金

適用関係

厚生年金

徴収関係

国民年金

適用関係

国民年金

徴収関係

年金給付

関係

船員保険

関係
その他 計

影響額なし
16 3 2 18 20 0 39 98

(5) (1) (1) (4) (3) (0) (32) (46)

１万円未満
2 0 0 4 3 0 0 9

(2) (0) (0) (2) (0) (0) (0) (4)

１万円以上

５万円未満

2 0 3 2 6 0 0 13

(1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (1)

５万円以上

１０万円未満

3 0 0 2 3 0 0 8

(0) (0) (0) (0) (1) (0) (0) (1)

１０万円以上

５０万円未満

4 2 1 1 14 0 0 22

(1) (0) (0) (0) (4) (0) (0) (5)

５０万円以上

１００万円未満

5 0 0 0 8 0 0 13

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

１００万円以上

５００万円未満

2 0 1 0 12 0 0 15

(0) (0) (1) (0) (4) (0) (0) (5)

５００万円以上
0 0 0 0 2 0 0 2

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

計
34 5 7 27 68 0 39 180

(9) (1) (2) (6) (12) (0) (32) (62)

（注１）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。

（注２）影響額の区分は、事務処理誤り等によって年金や健康保険等の給付、保険料徴収額等に影響の

あった額を表示した。

（注３）影響額の区分欄の「影響額なし」とは、①誤送付などで年金や健康保険等の給付額、保険料徴

収額等に影響のないもの、②賞与支払届の金額を誤って入力したが、保険料納付までに保険料納

付額を訂正できたものなどで年金や健康保険等の給付、保険料徴収額等に影響のないものをいう。

また、影響額の未確定のものも「影響額なし」とする。
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（２）事務処理誤り等による事象別内訳

表 ５ 事務処理誤り等による事象別一覧表

事 象 件 数 総額（円） 平均金額（円）

過払い（年金等の額を多く払いすぎた件） 19 28,537,011 1,501,948

未払い（年金等の額を少なく支払った件） 27 16,545,002 612,778

過徴収（保険料金額を多く徴収した件） 14 3,411,744 243,696

未徴収（保険料金額を少なく徴収した件） 10 6,817,840 681,784

誤還付（保険料金額を誤ってお返しした件） 3 368,370 122,790

その他 9 9,163,025 1,018,114

計 82 64,842,992 790,768

（注１）「表５事務処理誤り等による事象別一覧表」は、「表４事務処理誤り等による影響額別一覧表」

の「影響額なし」以外の内訳を表示した。

（注２）「総額（円）」は、事務処理誤り等によって年金や保険料徴収額等に影響のあった額の合計金

額を表示した。

（注３）「その他」の内訳は以下のとおりである。

過払いと過徴収がある件 1件 12,176円

過徴収と未徴収がある件 3件 107,040円

過徴収と誤還付がある件 2件 252,750円

過払いと誤還付がある件 1件 775,854円

過払いと未払いがある件 2件 8,015,205円

６ 事務処理誤り等の判明契機

（１）日本年金機構内部で判明・・・・・・・・・・・・・・・ 71件 （39.4%）

（２）日本年金機構外部からの通報等により判明・・・・・・・ 77件 (42.8%）

（３）その他（事件・事故等）・・・・・・・・・・・・・・・ 32件 （17.8%）

合計 180件（100.0%）

Ⅲ システム誤りに伴う事故等

表 ６ システム事故等一覧表

発生年月日 件 名 対象者数 影響区分 総額（円）

2010 年 1 月 税還付支払処理に係る再振込処理の不具合について 9名 未払い 209,476

2011 年 3 月下旬 老齢厚生年金繰下げ加算額の計算誤りについて 13名 未払い 135,005

2010 年 2 月 15 日
県外管轄外住所変更に係る賞与保険料の計算誤りにつ
いて

8事業所
65名

過徴収
未徴収

6,126

（注１）「総額（円）」は、システム事故等によって年金等に影響のあった額の合計金額を表示した。

（注２）システム事故等の詳細は、別添の「日本年金機構の平成 24 年 5 月分システム事故等一覧」を

参照して下さい。



○日本年金機構の平成24年5月分 システム事故等一覧（24ページ）

（注）各事項について、１.受付時の書類管理誤り、２.確認・決定誤り、３.未処理・処理遅延、４.入力誤り、５.通知書等の作成誤り、６.誤送付・誤送信、７.説明誤り、８.受理後の書類管理誤り、９.記録訂正誤り、１０.事故等の順に編綴

○日本年金機構の平成24年5月分の事務処理誤り等一覧（1～23ページ）

１．厚生年金適用関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１Ｐ 整理番号 １～２５

２．厚生年金徴収関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・６Ｐ 整理番号 ２６～２９

３．国民年金適用関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・７Ｐ 整理番号 ３０～３４

４．国民年金徴収関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・８Ｐ 整理番号 ３５～５５

５．年金給付関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２Ｐ 整理番号 ５６～１１１

６．その他 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３Ｐ 整理番号 １１２～１１８



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

2011年
7月22日

○事業所より、厚生年金保険料が相違すると
のお問合せがあり、確認したところ、事業所か
ら提出された資格取得届等が所在不明となっ
ていることが判明しました。

○事務センターの窓口で受付した事業所から
の届書については、本来、受付印押印後に受
付簿入力担当者へ回付すべきところ、引き渡
しが適切にされず、管理体制が不十分であっ
たことによります。
○また、事務センターの届書受付については
郵送又は年金事務所からの回送を前提として
いたため、窓口受付の事務分担が不明確で
あったことによるものです。

1

資格取得
届等の所
在不明に
ついて

受
付
時
の
書
類
管
理
誤
り

宮城
事務

センター
2011年
6月30日

1事
業所
122名

― 0

○管理・厚生年金適用グループにおい
て、受領した届書の保管場所を明示
し、窓口受付届書の受付担当者を定
め、書類管理の徹底を図ることとしまし
た。
○また、受付作業専用スペースの整理
を行い、受付届書の紛失等防止を図り
ました。

外
部

○担当者が事業所にお詫びの上説明
し、保険料に関係する届書の再提出を
依頼しました。また、所在不明の届書に
ついては、調査中である旨説明しまし
た。
○事業所より再提出された届書を入力
処理し、保険料の更正決定後、決定通
知書及び納付書を事業所にお渡ししま
した。
○事務センター内で届書等を発見し、
担当者が事業所に再度お詫びの上説
明し、当初提出された書類であることを
確認の上、再提出済届書については、
後日返戻することで了承を得ました。
○再提出済届書について事業所に返

○担当者がＡ事業所の事業主様にお
詫びの上、説明しました。報酬月額の
訂正を行い、支給停止となった年金の
支払時期を後日お伝えすることとしまし
た。
○担当者がＢ事業所にお詫びの上説
明し、了承を得ました。
○Ｂ事業所の被保険者様の年金記録
に報酬月額を入力し、Ａ事業所の事業
主様の年金記録に誤って登録されてい
た記録の取消処理を行いました。
○支給停止となった年金の支払時期が
確定し、担当者がＡ事業所の事業主様

再度お詫び 上 支払時期をお伝え

○厚生年金適用調査課において、対象
事業所に７０歳以上被用者該当・非該
当届を送付する際、７０歳到達予定者
の資料を同封し、複数名の職員による
封入封緘時のチェックを慎重に行い送
付することとしました。
○また、届書の受付時には、内容を慎
重に確認し、決裁時においても、届書と
窓口装置により記録を照合し、確実に
確認を行うよう周知・徹底しました。

外
部

○再提出済届書について事業所に返
戻し、国民年金関係届書については、
内容審査の上、入力処理を完了しまし
た。

2事業
所2名

未払い 221,9572

７０歳以上
被用者該
当・非該当
届に係る
基礎年金
番号の記
載誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

千葉 木更津
2010年

10月27日
2011年
7月4日

○Ａ事業所より、事業主様に係る算定基礎届
の提出があり、年金記録を確認したところ、Ｂ
事業所の勤務記録があり、Ａ事業所の事業主
様に照会したところ、勤務されていない旨のお
申出がありました。
○確認したところ、Ｂ事業所に７０歳以上被用
者該当・非該当届を送付する際に、Ａ事業所
の事業主様の基礎年金番号を誤って記載の
上、送付していたことが判明しました。
○また、基礎年金番号を誤って記載したことに
より、Ａ事業所の事業主様の年金額が本来の
額より多く支給停止されていました。

○担当者の届書作成時における確認不足に
よるものです。
○また、処理時の内容審査及び決裁において
も誤りに気付かなかったことによります。

3

社会保障
協定適用
証明書の
作成誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

広島
事務

センター
2011年
6月9日

2011年
7月19日

○機構本部より、社会保障協定適用証明書
の該当条文について確認の連絡があり、確認
したところ、社会保障協定適用証明書の作成
誤りが判明しました。

○担当職員が審査において就労の形態を十
分に確認しないまま誤って該当条文を記入
し、入力委託をしていたものです。
○また、その後の処理結果リストや決裁時の
確認不足によります。 1事業

所1名
― 0

○担当者が事業所にお詫びの上説明
し、正しい社会保障協定適用証明書と
差替することで了承を得ました。
○社会保障協定適用証明書を再作成
し、担当者が事業所に再度お詫びの
上、社会保障協定適用証明書の差替
を完了しました。また、被保険者様に
は、事業所から説明する旨のお申出が
あり、お願いしました。

○管理・厚生年金適用グループにおい
て、審査時の記載内容と入力時の確認
を徹底するよう周知しました。
○また、添付書類の確認を十分に行
い、該当事項にマーカーでアンダーライ
ンの表示をすることとしました。

内
部

算定基礎
届に係る
標準報酬
月額の決

確
認

○年金事務所より、厚生年金基金から事業所
の４名の方の従前の標準報酬月額の決定内
容について照会があったとの連絡があり、確
認したところ、算定基礎届に係る標準報酬月

○平成２２年の算定基礎届において、３名の
方は本来、一時帰休が解消したとして、一時
帰休のない月の報酬月額を基に標準報酬月
額を決定すべきところ、誤って従前等級で決

○担当者が事業所にお詫びの上説明
し、保険料については、次回保険料で
調整することで了承を得ました。
○担当者が算定基礎届の訂正入力を

○管理･厚生年金適用グループにおい
て、算定基礎届に係る内容審査の確認
を徹底すること及び入力前審査した別
の職員が届書を再度チェックすることを

に再度お詫びの上、支払時期をお伝え
し、了承を得ました。

4

月額の決
定誤りにつ
いて

認
・
決
定
誤
り

秋田
事務

センター
2010年

11月15日
2011年
7月27日

認したところ、算定基礎届に係る標準報酬月
額の決定誤りが判明しました。

額を決定すべきところ、誤って従前等級で決
定し、１名の方については、産後休暇の確認
漏れにより、本来、算定対象となる月により標
準報酬月額を決定すべきところ、誤って保険
者決定してしまいました。
○内容審査の確認不足によるものです。

1事業
所4名

その他 90,333

○担当者が算定基礎届の訂正入力を
行い、決定通知書を事業所あてに送付
しました。

の職員が届書を再度チェックすることを
周知しました。

外
部

1



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

5

健康保険
被扶養者
（異動）届
の処理誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

神奈川
事務

センター
2011年
5月11日

2011年
5月16日

○事業所より、被扶養対象者の所得額が１３
０万円を超えていたため返戻した被扶養者
（異動）届について照会があり、確認したとこ
ろ、被扶養者（異動）届の処理誤りが判明しま
した。

○被扶養者（異動）届に添付されていた所得
証明書により、本来、事業収入であったため
必要経費を除く所得金額で扶養認定可能かど
うか確認すべきところ、給与所得者であると誤
認し、扶養認定不可としたことによります。
○また、審査の際に、事業所に確認を行わな
かったことによるものです。

1事業
所1名

― 0

○担当者が事業所にお詫びの上説明
し、了承を得ました。また、被扶養者
（異動）届の再提出を依頼しました。
○被扶養者（異動）届を再受付し、審査
の上、入力処理しました。健康保険被
保険者証が全国健康保険協会より事
業所あてに送付されたことを確認しまし
た。

○管理・厚生年金適用グループにおい
て、被扶養者（異動）届の所得審査につ
いて、再度確認の徹底を周知しました。

外
部

算定基礎
届の入力
漏れにつ
いて

確
認
・

事務 2010年 2011年

○平成２３年度算定基礎届を処理したところ
入力エラーとなり、確認したところ、平成２２年
度算定基礎届の入力が漏れていることが判
明しました。

○入力処理された平成２２年７月改定の月額
変更届が不該当となり、取消処理する際に、
確認不足により平成２２年度算定基礎届を入
力すべきところ、入力を失念してしまったこと
によります。
○また 算定基礎届未提出者一覧表を確認 1事業

○担当者が事業所にお詫びの上説明
し、保険料について、次回保険料で調
整することで了承を得ました。
○担当者が算定基礎届の入力処理を
行い、決定通知書と遡及して請求する
保険料の内訳書を事業所あてに送付し

○管理・厚生年金適用グループにおい
て、月額変更届の取消があった場合の
対応及び事務処理を慎重に行うよう周
知しました。
○また、算定基礎届未提出者一覧表を
確認する際は 窓口装置により記録を 内

6 決
定
誤
り

長野
事務

センター
2010年
8月16日

2011年
7月27日

○また、算定基礎届未提出者一覧表を確認
する際も、平成２２年７月改定の月額変更届
が提出されているとの理由で、窓口装置によ
る記録の確認をしなかったことによるもので
す。

1事業
所1名

未徴収 102,000
保険料の内訳書を事業所あてに送付し
ました。

確認する際は、窓口装置により記録を
確認の上、算定基礎届の提出の要否
を判断するよう徹底しました。

内
部

7

二以上事
業所勤務
被保険者
賞与保険
料登録票
の作成誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

愛知 鶴舞
2011年
1月7日

2011年
8月1日

○担当者がニ以上事業所勤務被保険者に係
る算定基礎届の届出内容等の確認を行って
いたところ、賞与に係る保険料が、賞与支払
届の提出月以降も徴収されていることが判明
しました。

○事業所から提出のあったニ以上事業所勤
務被保険者に係る賞与支払届により、本来賞
与保険料登録票を作成すべきところ、誤って
保険料登録票を作成し、入力したことによりま
す。
○厚生年金適用調査課において賞与保険料
登録票を作成する際における確認不足と、厚
生年金徴収課にて入力する際及び入力後の
チェックでも誤りに気付かなかったことによる
ものです。

1事業
所1名

過徴収 783,911

○担当者が事業所にお詫びの上説明
し、過徴収となった保険料について、次
回保険料で調整することで了承を得ま
した。
○担当者が過徴収となった保険料の調
整及び保険料登録票による訂正入力
処理を行い、次回保険料が修正された
ことを確認しました。

○厚生年金適用調査課及び厚生年金
徴収課において、賞与保険料登録票及
び保険料登録票の作成時における担
当者の再確認の徹底と、二重チェック
の徹底を周知しました。
○また、入力時及び入力後のチェック
の徹底も周知しました。

内
部

資格 得 他年金事務 き 定期便 成 事業 様 資格 得 年金 帳 担 者が 様 び 様 勤務す 事 生年金適 査 基礎

8

資格取得
届等の処
理誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

広島 呉
2004年
4月16日

2011年
8月19日

○他年金事務所より、ねんきん定期便作成に
係る被保険者記録対象者に、厚生年金期間
重複者がいるとの照会があり、確認したとこ
ろ、資格取得届等の処理誤りが判明しまし
た。

○事業所より、Ａ様の資格取得届と年金手帳
再交付申請書の提出があった際に、担当者
が氏名索引により、確認が不十分で同一人と
誤って判断したことにより、B様の基礎年金番
号でA様の資格取得届及び年金手帳再交付
処理をしてしまったことによります。 2事業

所2名
― 0

○担当者がＡ様及びＡ様の勤務する事
業所にお詫びの上説明し、了承を得ま
した。
○担当者がＢ様及びＢ様の勤務する事
業所にお詫びの上説明し、了承を得ま
した。
○Ａ様及びＢ様の基礎年金番号に係る
記録補正を行い、担当者が他年金事務
所に記録整備が完了したことを連絡し
ました。

○厚生年金適用調査課において、基礎
年金番号確認時における基礎年金番
号基本情報の再確認を行い、二重
チェックの徹底を周知しました。

内
部

月額変更
届に係る
改定月の
処理誤りに
ついて

確
認

○事業所より、保険料が相違しているとの連
絡があり、確認したところ、月額変更届の改定
月を誤って処理していたことが判明しました。

○当事務センターの担当者が、審査の際に算
定対象月と改定予定月の整合性を確認すべ
きところ、正しい改定予定月が記載されている
と思い込み、事業所に確認せずに処理したこ
とによります。
○当事務センターの担当者の確認不足による

○担当者が事業所にお詫びの上説明
しました。また、事業所より当月保険料
で調整してほしいとのお申出がありまし
た。
○担当者が月額変更届の訂正入力を
行い 年金事務所に保険料更正の依

○管理・厚生年金適用グループにおい
て、算定基礎届の審査における点検項
目については必ず詳細まで慎重に確認
するよう指示しました。
○また、今回の事象を具体的に示した
ものをグループ全職員に回覧し 同様

9

・
決
定
誤
り

茨城
事務

センター
2011年
9月9日

2011年
9月26日

○当事務センターの担当者の確認不足による
ものです。 1事業

所1名
― 0

行い、年金事務所に保険料更正の依
頼をしました。
○年金事務所で更正した納入告知書
を、当事務センターの担当者が事業所
に再度お詫びし、交付したところ、了承
を得ました。

ものをグループ全職員に回覧し、同様
事案の再発防止の周知・徹底を図りま
した。

外
部

2



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

10

二以上非
選択事業
所の所在
地変更（管
轄外）に伴
う保険料請
求誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

徳島 徳島北
2011年
6月16日

2011年
8月1日

○事務センターより、二以上非選択事業所で
あるＡ事業所の算定基礎届の住所と事務セン
ターで管理している住所が相違しているとの
連絡があり、二以上非選択事業所の所在地
変更処理に伴う保険料請求誤りが判明しまし
た。

○本来、当所において保険料登録票を作成
の上、被保険者様に係る基本保険料を０円に
した後、管轄変更後の年金事務所に書類一
式を回付し、改めて当所にて保険料登録票を
作成の上、二以上事業所勤務被保険者に係
る保険料を再登録すべきところ、基本保険料
０円の登録を行わないまま管轄外変更処理を
行い、当所から請求すべき保険料が、管轄変
更後の年金事務所からの請求となってしまっ
たものです。
○所在地変更処理に伴って保険料登録関係
についても自動的に機械処理されるものと
誤った判断をしてしまったことによります。

1事業
所1名

未徴収 85,830

○担当者が事業所にお詫びの上説明
し、保険料について、次回保険料で調
整することで了承を得ました。
○管轄変更後の年金事務所に保険料
登録（削除）処理を依頼し、処理が完了
したことを確認の上、当所において保
険料登録の入力を行い、次回保険料額
が正しく請求されることを確認しました。

○厚生年金適用調査課と厚生年金徴
収課において、事務処理方法の再周知
を行い、管轄外変更については、二以
上事業所勤務被保険者に係る保険料
登録関係の確認を徹底することとしまし
た。

内
部

資格喪失 ○年金事務所より、お客様から退職後の年金 ○資格喪失届の入力の際に、お客様の年金 ○担当者が事業所の受託社会保険労 ○委託業者にて入力できなかった届書

11

資格喪失
届の入力
漏れにつ
いて 未

処
理
・
処
理
遅
延

滋賀
事務

センター
2010年
8月27日

2011年
7月5日

○年金事務所より、お客様から退職後の年金
の支給時期のお問合せがあったとの連絡が
あり、確認したところ、資格喪失届の入力漏れ
が判明しました。

○資格喪失届の入力の際に、お客様の年金
が裁定中のため入力できず処理を保留したも
のです。
○入力できなかった届書の事後処理の取扱
いが職員間で徹底できていなかったことにより
ます。

1事業
所1名

過徴収 576,962

○担当者が事業所の受託社会保険労
務士にお詫びの上説明し、次回保険料
で調整することで了承を得ました。保険
料の遡及金額等を文書にて送付しまし
た。
○資格喪失届を入力処理し、担当者が
お客様にお詫びの上説明し、了承を得
ました。また、雇用保険受給のため、老
齢厚生年金受給権者支給停止事由該
当届を受理し、機構本部に進達しまし
た。
○退職改定及び支給停止処理を行い
ました。

○委託業者にて入力できなかった届書
等については、別途回付されるため、
内容を慎重に確認の上、再度処理依頼
するよう職員に周知しました。

外
部

算定基礎
届の再入
力漏れに
ついて

未
処

○年金事務所より、ねんきん定期便作成に係
る被保険者記録確認対象者一覧表を確認し
たところ、平成２２年度の算定基礎届が入力さ
れていないお客様がいるとの連絡があり、確

○担当者が月額変更届入力後、再入力すべ
き算定基礎届の入力を失念したことによりま
す。
○また、担当者の確認不足及び決裁において

○管理・厚生年金適用グループ長が事
業所の受託社会保険労務士にお詫び
の上説明し、次回保険料で調整するこ
とで了承を得ました。なお、事業所への

○管理・厚生年金適用グループにおい
て、遡及した月額変更届の処理手順に
ついて再確認し、算定基礎届未提出者
一覧表を確認する際は、窓口装置の記

12

ついて
理
・
処
理
遅
延

長野
事務

センター
2010年

10月12日
2011年
8月2日

れていないお客様がいるとの連絡があり、確
認したところ、遡及した月額変更届の提出が
あり、入力の際、算定基礎届を取消処理し、
月額変更届を入力しましたが、その後、取消し
た算定基礎届の入力が漏れていたことが判
明しました。

○また、担当者の確認不足及び決裁において
も入力漏れを発見できなかったことによりま
す。 1事業

所1名
未徴収 51,000

とで了承を得ました。なお、事業所 の
説明は社会保険労務士より行うとのお
申出があり、お願いしました。
○担当者が算定基礎届の入力を行い、
社会保険労務士あてに決定通知書と
遡及して請求する保険料の内訳書を送
付しました。

覧表を確認する際は、窓口装置の記
録を基に算定基礎届の提出の要否を
判断するよう徹底しました。 内

部

13

月額変更
届の入力
漏れにつ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

北海道
事務

センター
2011年
9月30日

2011年
10月25日

○事業所より、提出した月額変更届の処理状
況の照会があり、窓口装置では処理済となっ
ていない旨の連絡が年金事務所からあり、確
認したところ、月額変更届の入力漏れが判明
しました。

○提出された月額変更届に算定基礎処理済
の意味で、入力済と記載している付箋を付し、
委託業者に回付したところ、誤って月額変更
届入力処理済と判断し、入力を不要としたも
のです。
○担当者が、委託業者から回付された受託表
及び納品書の件数が相違していたにもかか
わらず、確認が不十分であったため、入力漏
れに気付かなかったものです。

1事業
所1名

過徴収 47,100

○担当者が事業所にお詫びの上説明
し、次回保険料で調整することで了承を
得ました。
○月額変更届の処理を行い、確認通知
書を事業所あてに送付しました。

○厚生年金適用グループにおいて、書
類の回付方法を再確認し、回付時の受
託表及び納品書の件数確認を徹底しま
した。また、付箋の取扱いについて注
意喚起しました。
○また、委託業者に、今回の事象を説
明し、付箋の取扱いについて再度周知
しました。

外
部

14

資格喪失
年月日の
再入力漏
れについ
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

愛知
事務

センター
2009年

12月28日
2011年
7月15日

○事業所より、資格喪失届を提出した従業員
の氏名が算定基礎届にあるのはなぜかとの
お問合せがあったとの連絡が年金事務所から
あり、確認したところ、在職中の賞与支払届を
入力するため取消した資格喪失年月日の入
力が漏れていたことが判明しました。

○在職中の賞与支払届を入力するため、資
格喪失年月日を取消し、賞与支払届を入力後
に再度資格喪失年月日を入力すべきところ、
再入力を失念していたものです。
○職員による入力後のチェックで入力漏れに
気付かなかったことによります。

1事業
所1名

過徴収 832,592

○担当者が事業所にお詫びの上、経
過を説明し、次回保険料で調整するこ
とで了承を得ました。
○資格喪失届の入力を行い、保険料を
調整しました。

○厚生年金適用グループにおいて、資
格喪失年月日を取消し、再度入力する
際は、入力処理完了後に必ず窓口装
置で資格喪失年月日が入力されている
ことを確認するよう周知・徹底しました。

外
部

3



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

15

新規適用
届に係る
事業主氏
名の入力
誤りについ
て

入
力
誤
り

群馬 高崎
2009年
8月3日

2011年
10月24日

○事業所から届書を受付した担当者が、窓口
装置により事業所記録を確認したところ、新規
適用届に係る事業主氏名の入力誤りが判明
しました。

○新規適用届の事業主氏名欄は正しく記載さ
れていましたが、必要のない事業主代理人欄
が記載されており、入力の際に誤って代理人
氏名を事業主氏名として入力したことによりま
す。
○入力後のチェックでも誤りに気付かなかった
ことによるものです。

1事
業所

― 0

○担当者が事業主様にお詫びの上説
明し、了承を得ました。
○事業所変更(訂正）届により、事業主
氏名の訂正を行いました。

○厚生年金適用調査課において、新規
適用届の記載内容について再確認し、
審査及び入力後における確認の徹底
を周知しました。 内

部

16

７０歳以上
被用者月
額変更届
の入力誤
りについて 入

力
誤

東京
事務

センター
2010年

12月24日
2011年
7月7日

○年金事務所より、事業所から提出された７０
歳以上被用者算定基礎届の審査を行った
際、従前の報酬月額と当該届出書に記載され
ている報酬月額が相違しているとの連絡があ
り、確認したところ、以前に提出された７０歳以
上被用者月額変更届を入力した際に、報酬月
額を誤って入力していたことが判明しました。

○委託業者が７０歳以上被用者月額変更届
の入力を行った際、報酬月額を１桁少ない額
で入力したことによります。
○委託業者の入力誤り及び入力後の二次
チェックにおいても、入力誤りを発見できな
かったことによるものです。 1事業

所1名
過払い 1,123,032

○担当者が事業所及びお客様にお詫
びの上、説明しました。お客様に過払い
した年金について説明し、今後支払さ
れる年金で調整することで了承を得ま
した。
○年金事務所で訂正処理を行いまし
た。

○委託業者に対し、入力誤りの防止及
びチェック体制の強化を強く要請しまし
た。
○厚生年金適用グループにおいて、回
付後のチェックの際には、桁誤りがない
か慎重に確認するよう再度徹底しまし
た。

内
部

り
額を誤 て入力して た とが判明しました。
○また、報酬月額の入力誤りにより、お客様
の支給停止となる在職老齢年金が支給停止
されないまま全額支払されていました。

た。
○また、お客様に今後支払される年金
から調整されていることを確認しまし
た。

た。

17

国民健康
保険組合
の被保険
者に係る
資格取得
届の処理
誤りについ
て

入
力
誤
り

東京 武蔵野
2009年
8月18日

2011年
7月8日

○Ａ事業所より、国民健康保険組合を通じて
資格喪失届が提出されたため、確認したとこ
ろ、国民健康保険組合の被保険者として登録
されておらず、全国健康保険協会の被保険者
として誤って資格取得届を処理していることが
判明しました。

○Ａ事業所から提出された資格取得届と適用
除外承認申請書の入力処理をした際、本来、
国民健康保険組合の被保険者として取得区
分を処理すべきところ、誤って全国健康保険
協会の被保険者として入力したことによりま
す。
○また、入力内容を確認する際にも、誤りを見
つけることができませんでした。

1事業
所1名

過徴収 210,669

○担当者がＡ事業所及びお客様にお
詫びの上説明し、了承を得ました。ま
た、保険料は次回保険料で調整するこ
とで了承を得ました。
○国民健康保険組合の担当者に連絡
の上、資格取得届の訂正及び資格喪
失処理を行い、決定通知書をＡ事業所
あてに送付しました。
○誤って送付された健康保険被保険者
証を回収しました。

○厚生年金適用調査課において、国民
健康保険組合の被保険者に係る適正
な入力方法を再度確認するとともに、
記入内容を審査する際には、慎重に点
検するよう周知・徹底しました。

外
部

７０歳以上 ○担当者による７０歳以上被用者算定基礎届 ○担当者が７０歳以上被用者算定基礎届を入 ○担当者が事業所及びお客様にお詫 ○厚生年金適用調査課において 入力

18

７０歳以上
被用者算
定基礎届
の入力誤
りについて

入
力
誤
り

岐阜 大垣
2010年
7月20日

2011年
7月14日

○担当者による７０歳以上被用者算定基礎届
の審査の際に、お客様の前年度の標準報酬
月額と大きく相違するため、確認したところ、
前年度の７０歳以上被用者算定基礎届の入
力誤りがあり、お客様の年金に過払いが発生
していることが判明しました。

○担当者が７０歳以上被用者算定基礎届を入
力する際、１桁少ない額で入力したことにより
ます。
○担当者の確認不足及び他の職員による
チェックでも誤りに気付かなかったことによる
ものです。

1事業
所1名

過払い 890,231

○担当者が事業所及びお客様にお詫
びの上説明し、了承を得たため、返納
方法申出書を受理しました。
○訂正処理を行い、返納方法申出書を
機構本部に進達しました。

○厚生年金適用調査課において、入力
ミスを防止するため、ダブルチェックの
徹底、審査段階において入力者・処理
結果確認者が十分注意することを改め
て周知しました。

内
部

19

月額変更
届の入力
誤りについ
て

入
力
誤
り

東京 江東
2010年

11月18日
2011年
7月15日

○算定基礎届に係る事業所調査の際に、従
前の標準報酬月額を確認したところ、前年提
出済の月額変更届の入力誤りが判明しまし
た。

○月額変更届を入力した際、報酬月額を１桁
少ない額で入力したものです。
○入力時において誤入力に気付かなかったこ
と及び処理結果の確認や決裁時の確認にお
いても誤入力を見落してしまったことによるも
のです。

1事業
所1名

未徴収 1,449,816

○担当者が事業所にお詫びの上説明
し、保険料の納付について了承を得ま
した。
○標準報酬月額の補正処理を行い、担
当者が事業所に再度お詫びの上、納
付書をお渡ししました。

○厚生年金適用調査課において、入力
担当者及びチェック担当者に対し、改
めて入力時の確認及び処理結果の相
互チェックを慎重に行うよう徹底しまし
た。

内
部

７０歳以上
被用者算
定基礎届

○担当者による７０歳以上被用者算定基礎届
の審査の際に、従前の標準報酬月額と大きく
相違するため、確認したところ、前年度の７０

○入力派遣職員が報酬月額を１桁少ない額
で入力したことによります。
○派遣職員の一次チェック及び事務センター

○担当者が事業所及びお客様にお詫
びの上説明し、了承を得たため、返納
方法申出書を受理し、機構本部に進達

○管理・厚生年金適用グループにおい
て、７０歳以上被用者関係届の委託業
者から事務センターに回付後の再点検

20

定基礎届
の入力誤
りについて

入
力
誤
り

兵庫
事務

センター
2010年
8月2日

2011年
8月2日

相違するため、確認したところ、前年度の７０
歳以上被用者算定基礎届の入力誤りがあり、
お客様の年金に過払いが発生していることが
判明しました。

○派遣職員の 次チェック及び事務センタ
職員による二次チェックにおいても、入力誤り
に気付かなかったものです。 1事業

所1名
過払い 534,466

方法申出書を受理し、機構本部に進達
しました。
○７０歳以上被用者算定基礎届の訂正
入力を行いました。

者から事務センタ に回付後の再点検
を周知・徹底しました。
○入力業務委託の変更に伴い、現在
の委託業者に今回の事象を情報提供
し、確実な入力、リストチェックをするよ
う要請しました。

内
部

4



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

2011年
8月2日

○資格喪失届を提出された社会保険労務士
に被扶養者様の健康保険被保険者証（被扶
養者）の提出を求めたところ、既に当該被扶
養者の削除届が提出済とのお申出があり、確
認したところ、被扶養者（異動）届の処理誤り
が判明しました。

○委託業者が入力する際、本来被扶養者で
なくなった日を入力すべきところ、誤って被扶
養者になった日で入力していたことによりま
す。そのため、お客様に国民年金第１号被保
険者の加入勧奨が行われていませんでした。
○委託業者の入力担当者及び入力後の他の
担当者によるチェックにおいて、入力誤りに気
付かなかったこと及び入力後の職員のチェッ
クにおいても発見できなかったことによるもの
です。

21

健康保険
被扶養者
（異動）届
の処理誤
りについて

入
力
誤
り

福井
事務

センター
2009年
11月4日

1事業
所1名

― 0

○委託業者に今回の事象を説明し、入
力時における十分な確認及び複数名
による入力後のチェックの徹底を強く要
請しました。
○また、管理・厚生年金適用グループ
において、入力後の確認の徹底を周知
しました。

外
部

○担当者が社会保険労務士にお詫び
の上説明し、了承を得ました。また、事
業所には社会保険労務士から説明す
る旨のお申出があり、依頼しました。事
業所から了承を得たことを社会保険労
務士に確認しました。
○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。併せて、国民年金
第１号被保険者への種別変更届の提
出を依頼しました。
○種別変更届を受理し、入力処理を行
い、国民年金保険料納付書をお客様あ
てに送付しました。

22

標準賞与
決定通知
書の誤送
付につい
て

誤
送
付
・
誤
送
信

群馬
事務

センター
2011年
8月12日

2011年
8月23日

○Ａ社会保険労務士より、受託していない事
業所の通知書が送付されたので、返送する旨
の文書と標準賞与額決定通知書の返送があ
り、確認したところ、誤送付が判明しました。

○委託業者が封入作業の際に、前後の書類
を誤って一緒に封入したことによります。
○封緘する際の確認においても、見落したこ
とによるものです。

2社会
保険

労務士
2事業
所4名

― 0

○担当者がＡ社会保険労務士にお詫
びの上説明し、了承を得ました。
○担当者がＢ社会保険労務士にお詫
びの上説明し、了承を得ました。また、
事業所への対応について、事業所には
社会保険労務士から説明するとのお申
出があり依頼し、事業所から了承を得
たことを確認しました。

○委託業者より、封入封緘作業の担当
者に対し今回の事象を説明し、封筒及
び通知書の宛名を十分確認し、慎重に
作業を行い、封緘の際の確認も周知し
た旨の報告がありました。 外

部

23

資格喪失
届（写）の
誤送付に
ついて

誤
送
付
・
誤
送
信

神奈川 平塚
2011年
7月11日

2011年
7月15日

○社会保険労務士より、受託事業所以外の
資格喪失届（写）が送付されてきた旨の連絡
があり、誤送付が判明しました。

○本来、送付された受付確認用の資格喪失
届（写）に受領印を押印し、同封の返信用封
筒に封入した上で送付しなければならないと
ころ、同日に受付した別の事業所の資格喪失
届（写）を返信用封筒に封入し、送付してしま
いました。
○送付時の二重チェックが徹底されていな
かったことによるものです

1社会
保険

労務士
2事業
所2名

― 0

○担当者が社会保険労務士にお詫び
の上説明し、了承を得ました。また、お
詫びの文書と誤送付した資格喪失届
（写）の返信用封筒を送付し、後日返送
がありました。
○担当者が事業所にお詫びの上説明
し、了承を得ました。

○厚生年金適用調査課において、送付
時における二重チェックを確実に行うこ
とを周知・徹底しました。

外
部

信 かったことによるものです。

24

被保険者
資格記録
照会回答
票の誤送
付につい
て

誤
送
付
・
誤
送
信

沖縄 那覇
2011年
7月15日

2011年
7月19日

○Ａ事業所より、保険料額内訳書が送付され
たが、Ｂ事業所の被保険者資格記録照会回
答票が同封されていたとの連絡があり、確認
したところ、誤送付したことが判明しました。

○Ａ事業所に、標準報酬月額の訂正を指摘し
たことにより追加で発生する保険料額内訳書
送付の際に、Ｂ事業所の被保険者資格記録
照会回答票を誤って送付したことによります。
○封入封緘する際に２名でダブルチェックを行
い送付すべきところ、ダブルチェックしていな
かったことによるものです。

2事業
所1名

― 0

○適用調査課長がＡ事業所にお詫び
の上説明し、了承を得ました。被保険
者資格記録照会回答票を回収しまし
た。
○適用調査課長がＢ事業所にお詫び
の上説明し、被保険者資格記録照会回
答票をお渡しし、了承を得ました。被保
険者様には、事業所より説明する旨お
申出があり、お願いしました。

○厚生年金適用調査課において、封入
封緘の際には、必ずダブルチェックを行
い、封入封緘した担当者は、文書控え
に押印することについて、再度周知・徹
底しました。 外

部

25

賞与支払
届の誤送
付につい
て

誤
送
付
・
誤

群馬
事務

センター
2011年
8月12日

2011年
8月18日

○Ａ事業所を受託している社会保険労務士よ
り、Ｂ事業所の賞与支払届が送付されたと年
金事務所に持参され、確認したところ、誤送付
していたことが判明しました。

○委託業者が封入の際、社会保険労務士
コードを誤認し、封入したことによります。
○封入後の再確認でも発見できなかったこと
によります。

2社会
保険

労務士
2事業

― 0

○担当者がＡ事業所及びＢ事業所の受
託社会保険労務士にお詫びの上説明
し、了承を得ました。
○また、誤って送付した賞与支払届を
Ｂ事業所の受託社会保険労務士にお
渡しし、Ｂ事業所へ説明をしていただけ

○委託業者に、封入作業時の複数名
による確認及び封入後のダブルチェッ
ク等、基本的な確認作業を徹底するよ
う要請し、委託業者より、担当者に説明
し、改善を図った旨の報告がありまし
た。

外
部

誤
送
信

2事業
所8名

渡しし、Ｂ事業所 説明をしていただけ
るとのことで、お願いしました。

た。

5



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

26

口座振替
の緊急停
止に係る
確認及び
説明不足
について

確
認
・
決
定
誤
り

大阪 天満
2012年
1月16日

2012年
1月31日

○事業所より、資格喪失届を提出した際に、
保険料を支払する必要がないとの説明を受け
たが、保険料が口座振替されているとのお申
出があり、確認したところ、口座振替の緊急停
止に係る確認及び説明不足が判明しました。

○事業所から平成２４年１月に、平成２３年１２
月に遡及した全被保険者様の資格喪失届の
提出があり、本来、事業所が金融機関に口座
振替の緊急停止を依頼すべきところ、担当者
の認識誤りにより、十分説明しなかったことに
よります。
○また、担当者が資格喪失届を受付した際
に、保険料計算日の確認が不十分であり、保
険料請求されることの確認を怠っていました。

1事
業所

過徴収 386,309

○担当者が事業所にお詫びの上説明
し、了承を得ました。
○口座振替された保険料調査決定の
取消を行い、還付請求書を事業所より
受理し、還付金支払処理をしました。
○担当者が事業所に再度お詫びし、還
付金の振込が完了していることを確認
し、了承を得ました。

○厚生年金徴収課において、遡及して
提出された届書による保険料について
は、保険料を納付する必要の有無及び
保険料計算日を必ず確認の上、その対
応について説明するよう周知しました。

外
部

二以上事
業所勤務
被保険者
保険料登

未
処
理 2010年

○担当者が二以上事業所に係る保険料を確
認した際、過去の二以上勤務事業所保険料
登録票について、入力処理が行われていない
ことが判明しました

○事業所からの届出に基づき、厚生年金適用
調査課で作成された二以上勤務事業所保険
料登録票の回付が厚生年金徴収課にありま
したが 入力を漏らしていたものです

○厚生年金徴収課長が各事業所の事
業主様にお詫びの上説明し、過徴収と
なった保険料については、翌月以降の
保険料で調整することで了承を得まし

○厚生年金徴収課において、相互
チェックの徹底を指示しました。
○また、二以上管理台帳を作成し、厚
生年金適用調査課担当者と厚生年金

27

保険料登
録票に係
る入力漏
れについ
て

理
・
処
理
遅
延

愛媛 松山東

2010年
5月18日

2010年
12月7日

2011年
10月27日

ことが判明しました。 したが、入力を漏らしていたものです。
○二以上勤務事業所保険料登録票につい
て、全件処理が行われていることの確認及び
保険料額の事後確認が不十分であったことに
よります。

3事
業所

過徴収 444,731

保険料で調整することで了承を得まし
た。
○二以上勤務事業所保険料登録票の
入力を行いました。

生年金適用調査課担当者と厚生年金
徴収課担当者が毎月保険料計算日に
確認することとしました。

内
部

28

増減内訳
書の誤送
付につい
て 誤

送
付
・
誤
送
信

東京
事務

センター
2011年

10月21日
2011年

10月25日

○年金事務所より、Ａ事業所から増減内訳書
が送付されたが、Ｂ事業所の増減内訳書も同
封されているとのお申出があったとの連絡が
あり、確認したところ、誤送付していたことが判
明しました。
○また、同様の事象が他に１件判明しました。

○委託業者の封入時及び封緘時における確
認不足によるものです。

4事
業所

― 0

○担当者がＡ事業所にお詫びの上説
明し、了承を得ました。Ｂ事業所の増減
内訳書を回収しました。
○担当者がＢ事業所にお詫びの上説
明し、増減内訳書の送付を希望されて
いないため、年金事務所で保管するこ
ととしました。
○担当者がＣ事業所にお詫びの上説
明し、了承を得ました。Ｄ事業所の増減
内訳書を回収し、Ｄ事業所にお詫びの
上説明し増減内訳書をお渡しし、了承

○委託業者に再発防止を含む顛末書
の提出を要請しました。
○委託業者より、作業手順を確認し、
事故防止を徹底するとの顛末書の提出
がありました。

外
部

上説明し増減内訳書をお渡しし、了承
を得ました。

29

保険料納
入告知書
の封緘漏
れについ
て

事
故
等

東京
事務

センター
2011年

10月20日
2011年

10月27日

○事業所より、送付された保険料納入告知書
が封緘されてない状態で届いた旨のお申出
があったとの連絡が年金事務所からあり、確
認したところ、委託業者が封筒を封緘しないま
ま送付していたことが判明しました。

○委託業者において、機械を使用して封入・
封緘作業を行い、封入・封緘事故が起こった
場合には、封入物を確認して、正しく封入し直
した上で封緘しますが、手作業で接着部分に
水を付けずに封緘してしまったため、接着され
ないまま送付されてしまったものです。
○封入事故が起こった場合における担当者の
確認不足によります。

1事
業所

― 0

○年金事務所の担当者が事業所にお
詫びの上説明し、了承を得ました。

○委託業者に、確認を徹底するよう要
請し、封入・封緘事故が起こった場合の
手順について再度確認し、強化した旨
の顛末書の提出がありました。

外
部

6



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

○担当者がお客様にお詫びの上、説明
しました。保険料の取扱いについて、機
構本部と協議することとしました。
○機構本部より、誤って還付した保険
料は返納金とし、口座振替できなかっ
た保険料は口座振替による早割と同額
で取り扱うとの回答があり、お客様にお
伝えし、了承を得ました。
○お客様から返納金及び口座振替でき
なかった保険料を１ヵ月毎の定額保険
料で納付したいとのお申出があり、１ヵ
月毎の納付書を交付し、納付されたこ
とを確認しました。

○国民年金グループにおいて、国民年
金第３号被保険者種別変更届の処理
に係る受給権確認表示項目について
再度周知し、担当者自身で判断できな
い事項については上司等に確認を行
い、確認内容を届書に記載し、経過を
残しておくよう改めました。

外
部

1名 その他 30,65030

国民年金
第３号被保
険者種別
変更届の
処理誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

宮城
事務

センター
2010年
9月17日

2011年
8月19日

○お客様の配偶者様より、お客様の国民年金
第３号被保険者期間についてお問合せがあ
り、確認したところ、国民年金第３号被保険者
種別変更届の処理誤りが判明しました。

○国民年金第３号被保険者種別変更届の提
出があった際に、配偶者様が既に７０歳以上
であり、処理は必要ありませんでしたが、担当
者の確認・認識不足により誤って処理したこと
によります。
○担当者が入力処理する際に、国民年金第３
号被保険者種別変更届の受給権確認表示を
誤って受給権なしのコードで入力したことによ
るものです。

31

国民年金
関係届書
に係る資
格喪失年
月日の記
載誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

神奈川 鶴見
2011年
7月26日

2011年
10月5日

○区役所より、国民年金資格喪失年月日を
誤っていた旨の連絡があり、確認したところ、
国民年金関係届書に係る資格喪失年月日の
記載誤りが判明しました。
○また、国民年金資格喪失年月日の誤りによ
り、国民年金保険料を誤還付していたことも判
明しました。

○区役所の担当者が国民年金関係届書を作
成の際に、本来、資格喪失年月日を平成２３
年７月と記載すべきところ、誤って平成２２年７
月と記載し、送付されたものです。
○区役所の担当者の確認不足によるもので
す。 1名 誤還付 135,470

○区役所の担当者がお客様にお詫び
の上、誤還付した国民年金保険料の返
納について説明し、再度納付していた
だくことで了承を得ました。
○返納金納付書をお客様あてに送付
し、納付されていることを確認しました。
○お客様あてに納付記録訂正後の被
保険者記録を送付しました。

○区役所に対し、書類記入時において
は記入誤りがないことの確認を徹底す
るよう申し入れし、再発防止に努めると
の報告書の提出がありました。

外
部

32

国民年金
資格取得
申出書の
受理誤りに
ついて

確
認
・
決
定

神奈川 鶴見
2010年

11月12日
2011年

10月27日

○年金記録課において、お客様から提出され
た年金加入期間照会の確認を行っていたとこ
ろ、老齢基礎年金の繰上げ請求後に国民年
金資格取得申出書を誤って受理していること
が判明しました。

○国民年金資格取得申出書を受付の際に、
本来、老齢基礎年金を繰上げ請求した場合
は、国民年金任意加入はできないことを説明
しなければならないところ、説明を漏らし受理
したことによります。
○お客様に係る年金受給記録の確認を漏らし
たこと及び事務センタ においても入力前審

1名 過徴収 15,100

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。
○国民年金任意加入記録の取消処理
を行い、還付請求書をお客様に送付
し、後日提出があり、入力処理を行いま
した。

○国民年金課において、国民年金資格
取得申出書を受付する際には、必ず年
金受給記録の確認を行うことを周知・徹
底しました。
○事務センターに今回の事象を情報提
供し、入力前審査及び入力後のチェッ
クの確認の徹底を依頼しました

内
部

定
誤
り

たこと及び事務センターにおいても入力前審
査及び入力後のチェックが不十分であったこ
とによるものです。

クの確認の徹底を依頼しました。
部

33

国民年金
種別変更
届の処理
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

東京
事務

センター
2011年
5月24日

2011年
7月21日

○年金事務所より、重複付番者一覧表を他年
金事務所で処理したところ、Ａ様の国民年金
第３号被保険者記録に誤りがある旨の連絡が
あり、確認したところ、誤ってＢ様の基礎年金
番号で種別変更届を処理していることが判明
しました。

○担当者が内容審査の際、誤った基礎年金
番号が記載されていることに気付かず委託業
者に回付し、入力処理用の磁気テープを作成
してしまいました。
○磁気テープにより入力処理を行った場合
は、氏名、住所等全ての項目が上書き更新さ
れるため、処理結果リストの確認においても
誤りを発見することができませんでした。
○担当者の審査時における確認不足によりま
す。

2名 ― 0

○担当者がＡ様にお詫びの上説明し、
改めて正しい国民年金第３号被保険者
該当通知書を送付することで了承を得
ました。
○担当者がＢ様にお詫びの上説明し、
了承を得ました。
○Ａ様に係る種別変更届を入力し、Ｂ
様の国民年金被保険者記録を正しい
記録に訂正しました。
○Ａ様より、誤った該当通知書の返送
があり、訂正後の該当通知書を送付し
ました。

○国民年金グループにおいて、第３号
被保険者関係届書点検シートにより、
内容審査を慎重に行うよう指示しまし
た。

内
部

34

国民年金
被保険者
資格関係
報告書の
入力漏れ
について

未
処
理
・
処
理
遅
延

兵庫 尼崎
2009年
6月頃

2011年
6月23日

○市役所より、第３号被保険者から第１号被
保険者への種別変更届を受理し、国民年金
被保険者資格関係報告書にて事務センター
へ進達したが、処理されていないとの連絡が
あり、確認したところ、国民年金被保険者資格
関係報告書の入力漏れが判明しました。
○また、国民年金被保険者資格関係報告書
による種別変更の入力漏れにより、お客様の
平成２１年４月分保険料が時効により納付で
きなくなりました。

○事務センターでは、第３号被保険者該当届
の入力処理が行われていなかったため、国民
年金被保険者資格関係報告書による種別変
更を保留分として当所へ送付されましたが、
担当者が送付された際、確認不足により保留
分の処理を行わなかったことによるものです。 1名 未徴収 14,660

○国民年金課長がお客様にお詫びの
上、説明しましたが、時効により納付で
きなくなった保険料について納付を希
望されたため、機構本部に協議するこ
ととしました。
○機構本部より、平成２１年４月分は徴
収権が消滅したものとして取り扱うとの
回答があり、国民年金課長がお客様に
再度お詫びの上説明し、了承を得まし
た。

○国民年金課において、受付した書類
については、最後の１枚まで確認する
こと及び保留分の処理については完結
するまで後追い処理をするよう周知・徹
底しました。

外
部

7



整理
番号

件名
事故
等の
区分
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影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
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35

口座振替
緊急停止
の処理誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

埼玉 春日部
2011年
4月25日

2011年
5月10日

○担当者が口座振替の緊急停止を行ったお
客様の振替再開の処理状況を確認していた
際に、お客様の口座振替緊急停止手続きに
代理で来所されたお母様の口座振替を誤って
緊急停止していたことが判明しました。

○お客様の口座振替の緊急停止の依頼が
あった際に、口座振替緊急停止依頼受付票に
窓口対応者がお母様の年金記録を添付した
ことにより、誤ってお母様の口座振替を緊急
停止してしまいました。
○担当者の確認不足によるものです。 2名 過徴収 14,970

○担当者がお客様及びお母様にお詫
びの上、説明しました。機構本部と協議
することとしました。
○機構本部からの回答により、お母様
は早割と同額を領収し、了承を得まし
た。また、誤って口座振替したお客様の
保険料については、還付請求書を受理
しました。
○誤って停止した口座振替の再開処理
を行いました。

○国民年金課において、口座振替緊急
停止の確認の徹底及び決裁時におい
てもチェックを強化するよう指示しまし
た。

内
部

国民年金
保険料免
除の審査
誤りに

確

○年金事務所より、市役所から国民年金保険
料免除の審査結果についての照会があったと
の連絡があり、確認したところ、半額免除を承
認すべきと ろ 審査誤りにより全額免除を承

○担当者がお客様と配偶者様の所得を対象
に審査した際、お客様の離職票を配偶者様の
ものであると誤認し、配偶者様の所得を審査
対象から除外し 承認し しま ました

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。また、誤って作成し
た免除申請承認通知書については見

からな 旨 お申出があり 発見し

○国民年金グループにおいて、失業に
よる免除申請の審査事務を再度確認
し、併せて、入力処理後の確認におけ
る添付書類と審査結果 整合性に

36

誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

東京
事務

センター
2010年
8月30日

2011年
7月14日

認すべきところ、審査誤りにより全額免除を承
認していたことが判明しました。

対象から除外し、承認してしまいました。
○担当者が審査の際、添付書類の内容確認
が不十分であったこと及び入力後の確認にお
いても、誤りに気付かなかったことによりま
す。

1名 未徴収 90,480

つからない旨のお申出があり、発見し
た場合には連絡していただくようお願い
しました。
○全額免除承認の取消処理及び再度
審査を行い、半額免除申請承認通知書
及び保険料納付書をお客様あてに送
付しました。

る添付書類と審査結果の整合性につい
て、改めてチェックすることとしました。

外
部

2011年
7月11日

○お客様より、平成２３年度１年前納保険料
が還付されたことについてお問合せがあり、
確認したところ、クレジットカード納付された収
納年月日の確認漏れによる平成２３年度1年
前納保険料の処理誤りが判明しました。

○お客様より納付された平成２３年度１年前
納保険料について、既に手続きをされていた
クレジットカード納付が先に窓口装置に登録さ
れたため、平成２３年度１年前納分が過誤納
となり、過誤納者整理票処理の際に、平成２３
年度１年前納分に係る領収済通知書過誤納
発生者一覧表による収納年月日の確認をす
べきところ、不十分であったことによります。
○収納年月日の確認の不徹底によるもので

37

国民年金
保険料の１
年前納に
係る処理
誤りについ
て

確
認
・
決
定

和歌山
事務

センター
2011年
4月11日 1名 その他 222,100

○国民年金グループにおいて、過誤納
者整理票を処理する場合は、領収済通
知書過誤納発生者一覧表による収納
年月日の確認を徹底するよう周知しま
した。

外
部

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、機構本部と協議することで了承を得
ました。
○機構本部よりクレジットカード納付に
よる納付済保険料は還付し、１年前納
に係る還付金の返納及び納付記録の１
年前納への追加との回答がありまし
た。
○担当者がお客様に再度お詫びし 協

38

国民年金
保険料免
除理由該
当届の受
理誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

愛知 豊川
2009年
7月10日

2011年
8月3日

○市役所より、障害年金受給者に係る照会が
あった際に確認したところ、障害年金が支給
停止後３年経過しているお客様であるにもか
かわらず、国民年金保険料免除理由該当届
を誤って受理していることが判明しました。

○お客様より国民年金保険料免除・猶予申請
書を受理した際に、誤って必要のない国民年
金保険料免除理由該当届の届出勧奨をした
ことによります。
○また、担当者が国民年金保険料免除理由
該当届が提出された際に、障害年金停止事
由の確認不足及び入力後の決裁においても
誤りに気付かなかったものです。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、申請可能な期間に係る免除につい
て機構本部に協議することで了承を得
ました。
○機構本部からの回答により、改めて
免除申請書を受理し、審査の上、承認
通知書をお客様あてに送付しました。

○国民年金課において、国民年金保険
料免除理由該当届を受理、進達する際
には、受給権者原簿記録回答票を添付
し、障害年金の受給及び停止状態の確
認を徹底するよう指示しました。 内

部

国民年金
保険料全

○市役所より、お客様から平成２３年度国民
年金保険料全額免除申請 却 由

○市役所から回付された継続審査処理票の
連絡票 世帯主様 所得 未申告と 載

○担当者がお客様にお詫びの上、説明
ま た また 保険料免除 納付猶

○国民年金グループにおいて、世帯構
成と未申告者特定 確認作業を慎重

○収納年月日の確認の不徹底によるもので
す。

定
誤
り

センタ 部
○担当者がお客様に再度お詫びし、協
議回答をお伝えし、了承を得ました。納
付記録を訂正の上、お客様に返納金納
付書をお渡しし、後日納付されたことを
確認しました。また、クレジットカード納
付分に係る還付処理が完了しました。

39

保険料全
額免除の
継続審査
に係る審
査誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

神奈川
事務

センター
2011年
1月18日

2011年
8月11日

年金保険料全額免除申請の却下理由につい
てお問合せがあったとの連絡があり、確認し
たところ、平成２２年度全額免除申請の継続
審査に係る審査誤りが判明しました。

連絡票に、世帯主様の所得は未申告と記載
があり、本来、世帯主様の所得も所得審査の
対象とすべきところ、誤って世帯主の所得を審
査対象とせず、お客様のみの所得により審査
をしたことによります。
○担当者の確認不足によるものです。

1名 ― 0

しました。また、保険料免除・納付猶予
申請書の申請について、機構本部に協
議することで了承を得ました。
○機構本部より、申請期限を経過した
保険料免除・納付猶予申請書を受付し
て差し支えないとの回答があり、お客
様から申請書を受理し、若年者納付猶
予承認の決定を行い、お客様あてに承
認通知書とお詫びの文書を送付しまし
た。

成と未申告者特定の確認作業を慎重
に行うよう周知・徹底しました。
○また、未申告者がいた場合における
継続審査処理票の別紙連絡票の様式
を変更して、配偶者・世帯主の氏名を
記載するよう改めました。

外
部

8



整理
番号

件名
事故
等の
区分
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判明
契機

40

国民年金
保険料免
除申請書
の処理誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

京都
事務

センター
2011年
9月30日

2011年
10月20日

○市役所より、保険料免除・納付猶予申請承
認通知書発行者一覧表に、平成２３年度免除
申請の承認が半額免除と４分の１免除の両方
に該当するお客様がいるとの連絡があり、確
認したところ、お客様に係る平成２３年度免除
を２度処理し、承認していることが判明しまし
た。

○委託業者が平成２２年度と平成２３年度の
免除申請に係る帳票を各々作成すべきとこ
ろ、平成２２年度免除申請の帳票を平成２３年
度分として誤って作成し、処理していました。
○また、職員によるチェックでも、承認期間が
平成２３年７月から平成２４年６月承認と正しく
処理されていたため、承認結果取消後の再入
力処理であったことに気付きませんでした。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。誤って送付した承
認通知書及び納付書を返送していただ
きました。
○再度審査を行い、正しい承認通知書
をお客様あてに送付しました。

○国民年金グループにおいて、処理内
容確認の際に、見誤りを防ぐため承認
通知書発行一覧表と免除申請書を照
合し、相互チェックを行うよう改めまし
た。
○また、委託業者に誤入力の防止及び
チェック体制の強化を要請し、再発防止
策を含む顛末書を受理しました。

外
部

41

国民年金
保険料延
滞金の計
算誤りにつ
いて

確
認
・
決
定

愛知 大曽根
2011年
7月14日

2011年
7月14日

○国民年金保険料延滞金を窓口装置から入
力する際、お客様から領収した延滞金に誤差
が生じたため、確認したところ、延滞金の計算
を誤って多く徴収していたことが判明しまし
た。

○担当者が延滞金の計算をする際に、差押
の日から差押の解除の日までの期間の計算
を誤っていたことによります。
○また、窓口装置で滞納金額内訳を作成し、
滞納金額明細書と突合し確認すべきところ、 1名 過徴収 50

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。
○過誤納額還付通知書及び還付請求
書をお客様あてに送付しました。

○国民年金課において、延滞金計算に
係る事務手順について再確認し、複数
名によるチェックを必ず行うよう周知・徹
底しました。 内

部
定
誤
り

月 月
確認が不十分で誤りに気付かなかったことに
よるものです。

部

42

国民年金
保険料追
納申込時
の確認及
び説明不
足につい
て

確
認
・
決
定
誤
り

福島
東北
福島

2011年
4月26日

2011年
7月13日

○お客様より、追納した国民年金保険料が年
金額に反映されていないとのお申出があり、
確認したところ、国民年金保険料追納申込時
の確認及び説明不足により、老齢基礎年金の
受給権発生時以降に追納保険料を納付させ
ていたことが判明しました。

○追納申込の際に、お客様に６５歳以降追納
することはできない旨説明すべきところ、説明
を漏らしてしまいました。
○お客様が６５歳になられる時期の確認不足
によります。

1名 過徴収 15,350

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、追納保険料の還付について了承を
得ました。
○お客様より国民年金保険料還付請
求書を受理しました。

○国民年金課において、追納申込時に
は、お客様の意思の確認を慎重に行
い、窓口において年金給付も含めた丁
寧な説明を行うよう周知しました。 外

部

43

債権管理
簿及び督
励事蹟管
理票に係
る収納金
額の記載
漏れに

未
処
理
・
処

福島 郡山
2009年
3月23日

2011年
7月14日

○担当者が延滞金の収納未済一覧表の点検
の際に、収納未済額がマイナス表示されてい
たため、確認したところ、債権管理簿及び督励
事蹟管理票への収納金額の記載漏れが判明
しました。
○また、このことにより、誤った納付催告が行
われていました

○当時の担当者の債権管理簿及び督励事蹟
管理票への収納金額の記載漏れによるもの
です。

3名 過徴収 83,900

○担当者が３名のお客様にお詫びの上
説明し、了承を得ました。また、過徴収
となっている２名の方については、還付
について説明しました。
○過徴収となった２名のお客様より還
付請求書を受理し、機構本部へ還付処
理を依頼しました

○国民年金課において、領収済報告書
送付時及び窓口収納後の事務処理に
ついて再確認し、債権管理簿・督励事
蹟管理票を添付の上、決裁を受けるよ
う周知・徹底しました。 内

部
漏れにつ
いて

処
理
遅
延

われていました。 理を依頼しました。
○債権管理簿及び督励事蹟管理票に
収納金額を記載しました。

部

44

口座振替
緊急停止
の再開処
理漏れに
ついて

未
処
理
・
処
理
遅
延

奈良 奈良
2010年
4月21日

2011年
5月30日

○お客様より、前年度に口座振替納付申出書
を提出したが、保険料が口座振替されていな
いとのお申出があり、確認したところ、口座振
替緊急停止の再開処理漏れが判明しました。

○お客様は１ヵ月前納による口座振替をされ
ていましたが、付加申出と１年前納への変更
のため、１年前納納付書により納付されまし
た。そのため口座振替を緊急停止しました
が、その後の再開処理を行わなかったもので
す。
○担当者は、口座振替納付申出書の変更入
力を行うことで振替が再開されるものであると
誤認していました。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、１年前納と同額による保険料の納
付について、機構本部に協議すること
としました。
○機構本部からの回答により、お客様
から保険料を領収し、了承を得ました。

○国民年金課において、口座振替の緊
急停止の処理を行う際には、十分注意
を払うよう周知しました。

外
部

○国民年金課において、納付書が郵便
局から返送された場合には、速やかに
現住所を確認し、居住されていることが

○お客様より、平成２３年度分の国民年金保
険料納付書が未着であるため、１年前納する
ことができなかったとのお申出があり、確認し

○納付書が郵便局より返送されたことにより、
未送達登録をしましたが、その後、納付書を
送付し、保険料が納付された際に、未送達登

納付書未
送達登録
の解除漏

未

○担当者がお客様にお詫びの上、説明
したところ、ご納得いただけず、機構本
部に協議することとしました。

確認できた場合には未送達登録を解除
し、納付書の送付漏れがないよう周知・
徹底しました。

外
部

― 0
2011年
6月22日

たところ、納付書が作成されていなかったこと
が判明しました。

録の解除処理を怠ったことによるものです。

1名

れについ
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

東京 練馬
2011年
2月10日

45

○機構本部より、平成２３年度分につい
て、１年前納と同額で取り扱うよう回答
があり、担当者がお客様に再度お詫び
し、既に納付済の保険料額と平成２３
年度１年前納額との差額について、還
付することで了承を得たため、還付請
求書をお客様あてに送付しました。
○お客様より還付請求書の提出があ
り、還付請求書の入力処理を行いまし
た。

9
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46

国民年金
付加保険
料納付申
出の入力
漏れにつ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

北海道 札幌北
2011年
5月30日

2011年
7月13日

○お客様のご家族より、付加申出をしたが、
付加保険料の納付書が届かないとのお問合
せがあり、確認したところ、付加納付申出の入
力漏れが判明しました。

○担当者が既に２０歳到達による適用済のお
客様の資格取得届であったため、審査の際に
付加納付申出の表示を見落し、資格取得届と
ともに誤って処理不要として保管したことによ
ります。
○また、担当者が誤って処理不要としたため、
本来、事務センターに回付すべきところ、回付
漏れとなったものです。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、付加保険料の納付について、機構
本部と協議することとしました。
○機構本部からの回答により、納付可
能となった付加保険料をお客様から領
収し、了承を得ました。

○国民年金課において、資格取得届等
については、内容審査を速やかに行
い、処理不要としたものについても、決
裁を受け、他の書類と同様のサイクル
で遅滞なく事務センターへ回付すること
としました。

外
部

国民年金
保険料免
除申請書
の処理遅
延につい

未
処

○市役所より、お客様から受付した免除申請
書が保留となったまま現在まで保管していると
の連絡があり、免除申請書の処理遅延が判
明しました。

○市役所の担当者が、旧社会保険事務所か
ら送付された免除申請書の所得が確認できな
い方について所得申告を勧奨し、その督促等
の対応をしていなかったことによります。

○市役所の担当者が来所し、免除申請
書を提出されたお客様に対して、訪問、
電話及び文書送付により、お詫びの上
説明し、了承を得たとの報告がありまし
た。

○市役所より、書類管理の徹底、国民
年金保険料免除・猶予申請書の速や
かな事務処理及び書類保管の方法の
徹底について報告を受けました。
○また、事務センターにおいても進捗

47

延につい
て

処
理
・
処
理
遅
延

宮城
事務

センター
2008年

11月17日
2011年
6月16日 65名 ― 0

た。
○６２名のお客様は所得を確認の上、
送付された免除申請書については、承
認又は却下処理の上、お客様あてに通
知書を送付しました。
○また、３名の未申告のお客様に勧奨
文書送付後、却下処理の上、お客様あ
てに通知書を送付しました。

○また、事務センタ においても進捗
管理をより徹底し、市役所あてに送付し
た申請書の進捗管理を徹底することと
しました。

外
部

48

国民年金
保険料前
納納付書
の作成漏
れについ
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

埼玉 越谷
2011年
4月20日

2011年
7月13日

○お客様のご家族より、１年前納の納付書が
届かないとの連絡があり、確認したところ、１
年前納納付書の作成漏れが判明しました。

○国民年金保険料免除取消申請書を受付し
た際、申請書の備考欄に１年前納納付書の送
付依頼の旨の記載があったにもかかわらず、
担当者が記載内容の確認を漏らしたことによ
ります。 1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、１年前納と同額での納付を希望され
たため、機構本部に協議することとしま
した。
○機構本部からの回答により、お客様
から保険料を領収し、了承を得ました。

○国民年金課において、１年前納に係
る取扱いについて再確認を行い、チェッ
ク体制の強化を周知・徹底しました。

外
部

延

49

国民年金
免除申請
書の未処
理につい
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

大阪 守口
2009年
7月頃

2011年
8月22日

○書類搬送に係る箱詰め作業のため、届出
書類を整理していたところ、処理経過の記載
のない平成２１年度免除申請書が発見された
ため、確認したところ、未処理であることが判
明しました。

○転入者であったお客様の免除審査に必要
な所得確認のため、お客様に所得確認の同
意書の提出を求めるべきところ、前任者から
引き継ぎを受けた担当者が、その事務処理を
失念していたことによります。
○また、未処理書類の管理が不十分であった
ことによるものです。

5名 ― 0

○５名のお客様あてに、お詫びと届出
についての文書を送付しました。
○２名のお客様は同意書の提出があ
り、所得審査の上、処理を行い、承認
通知書をお客様あてに送付しました。
○また、３名のお客様は同意書の提出
がなく、所得審査ができないため却下
し、却下通知書をお客様あてに送付し
ました。

○国民年金課において、未処理書類の
管理場所を整備し、返戻事跡も受付簿
に記載の上、処理状況を進捗管理する
こととしました。

内
部

50

国民年金
保険料口
座振替納
付申出書
の入力誤

入
力
誤

群馬 桐生
2011年
6月30日

2011年
8月1日

○金融機関より、お客様の国民年金保険料口
座振替の口座番号が違う旨の連絡があり、確
認したところ、口座番号を誤って入力していた
ことが判明しました。

○担当者が国民年金保険料口座振替納付申
出書に記載されている口座番号を誤って入力
したことによります。
○また、入力後の担当者による二重チェック
及び決裁においても入力誤りを発見すること
が きま た

1名 過徴収 50

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。
○誤って入力した国民年金保険料口座
振替申出書について、再度正しい口座
番号の入力を行いました。

○国民年金課において、届書に係る入
力誤りのないよう注意喚起を行うととも
に、入力後の二重チェック時及び決裁
時における確実な点検の実施に努める
よう指示しました。

外
部

りについて り ができませんでした。

51

国民年金
保険料免
除却下通
知書の誤
送付につ
いて

誤
送
付
・
誤
送
信

東京 練馬
2011年
8月19日

2011年
8月23日

○Ａ様より、送付された納付書にＢ様の国民
年金保険料免除却下通知書が同封されてい
たとのお申出があり、確認したところ、国民年
金保険料免除却下通知書の誤送付が判明し
ました。

○担当者が免除却下通知書を発送する際
に、Ａ様とＢ様が同一町にお住まいで、同一姓
であったため、見誤ったことにより、免除却下
通知書を取り違えて封入したことによります。
○担当者３名により封入封緘作業を行いまし
たが、確認が不十分であったことによるもので
す。

2名 ― 0

○国民年金課長がＡ様及びＢ様にお詫
びの上説明し、了承を得ました。
○また、誤送付した免除却下通知書を
Ａ様及びＢ様から回収し、正しい通知書
をお渡ししました。

○国民年金課において、封入封緘作業
における確認を慎重に行うよう周知しま
した。

外
部

10



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

52

国民年金
保険料口
座振替依
頼書送付
時の金融
機関への
説明漏れ
について

説
明
誤
り

東京 武蔵野
2011年
4月28日

2011年
7月12日

○お客様より、平成２３年５月分の保険料が
口座振替されていないとのお申出があり、確
認したところ、金融機関で既に処理済となって
いた１月毎の口座振替を誤って振替停止して
いたことが判明しました。

○お客様より、１年前納から１月毎の口座振
替方法の変更のお申出があり、変更を行った
時点で、入力処理日の締切を過ぎていたた
め、お客様から金融機関に変更前の口座振
替の停止をお申出いただくよう説明すべきとこ
ろ、担当者がその説明を漏らしたことによりま
す。
○また、担当者がお客様から変更前の口座振
替停止依頼のある旨を金融機関に連絡してい
なかったことによるものです。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、平成２３年５月分の付加保険料の納
付について、機構本部と協議することと
しました。
○機構本部からの回答により、定額及
び付加保険料をお客様から領収しまし
た。
○口座振替の入力処理を行い、振替さ
れていることを確認しました。

○国民年金課において、金融機関に口
座振替変更申出書を送付する際には、
変更前の口座振替について停止のお
申出がある等、その旨を連絡するととも
に、新たな口座振替が確実に実施でき
るよう確認することを周知・徹底しまし
た。

外
部

国民年金
保険料免
除申請手
続きの説 説 2011年

○お客様より、平成２２年度国民年金保険料
免除申請が承認されていないとのお申出があ
り、確認したところ、免除申請手続きの説明誤
りが判明しました。

○国民年金資格喪失後に免除申請があった
お客様の場合は、再取得時に改めて免除申
請書が必要であると説明すべきところ、担当
者が免除承認期間を１年と誤認したことによ

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、免除申請手続きについて機構本部
と協議することとしました。
○機構本部より再度免除申請書を受理

○国民年金課において、保険料免除申
請に係る相談の際は、必ず窓口装置で
お客様の国民年金記録の免除の始
期、終期、申請日を確認するよう周知し

53

続きの説
明誤りにつ
いて

説
明
誤
り

兵庫 三宮

2011年
2月頃
～
5月頃

2011年
9月15日

りが判明しました。 者が免除承認期間を 年と誤認した とによ
り、申請の必要なしと説明したものです。

1名 ― 0

○機構本部より再度免除申請書を受理
した上で、免除処理を行うとの回答が
あり、お客様より改めて平成２２年度の
免除申請書を提出していただきました。
○審査が完了し、お客様あてに免除承
認通知書を送付しました。

期、終期、申請日を確認するよう周知し
ました。 外

部

54

学生納付
特例に係
る説明誤り
について 説

明
誤
り

島根 出雲
2011年
6月21日

2011年
8月10日

〇お客様より、学生納付特例の却下通知書に
ついてお問合せがあり、確認したところ、市役
所における説明誤りが判明しました。

〇お客様は科目履修生であるため、学生納付
特例の対象となりませんが、学生納付特例を
提出するよう市役所の担当者が誤って説明し
たものです。
○市役所の担当者の認識不足によるもので
す。 1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上、説明
しました。納付猶予にしてほしい旨のお
申出があり、免除・納付猶予申請書を
受付し、取扱いを機構本部と協議する
ことで了承を得ました。
〇機構本部から、免除・納付猶予申請
書を審査するよう回答があり、事務セン
ターにて審査を行い、納付猶予承認通
知書をお客様あてに送付しました。

〇市町村に対し、今回の事象を説明
し、窓口での対応誤りを防ぐため、さら
に周知の徹底を要請し、研修を実施し
ていくこととしました。

外
部

55

国民年金
保険料に
係る領収
年月日の
誤りについ
て

事
故
等

高知 幡多
2011年
8月1日

2011年
9月13日

○お客様より、平成２１年６月分国民年金保
険料を納付したが、時効後納付として還付請
求書が送られてきたとの連絡があり、確認し
たところ、金融機関による領収年月日の誤り
が判明しました。

○納付受託機関である金融機関が、お客様
が時効前に納付された国民年金保険料を、当
日中に歳入代理店に持ち込みできなかったた
め、領収年月日を翌日としたことにより、時効
後納付となったものです。

1名 ― 0

○金融機関の担当者がお客様にお詫
びの上、説明しました。平成２１年６月
分の国民年金保険料の取扱いについ
て、機構本部と協議することで了承を得
ました。
○機構本部より、過誤納を取消した上
で納付記録を追加する旨の回答があ
り、訂正処理を行い、お客様あてに納
付記録を送付しました。

○金融機関より、経過及び今後の再発
防止策について顛末書の提出があり、
月末等で納付受託と同日中の歳入代
理店への払込が不可能な場合は、直
接歳入代理店又はコンビニエンススト
アでの納付をお客様にお願いするよう
要請しました。

外
部

11



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
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(単位：円)

対応 対策
判明
契機

56

老齢厚生
年金の共
済組合移
管済記録
に係る裁
定誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

福岡 小倉北
1996年
1月20日

2011年
5月18日

○お客様から遺族厚生年金の請求があり、そ
の際、死亡されたご主人様の厚生年金期間と
共済期間の重複があるとの連絡が他年金事
務所からあり、確認したところ、ご主人様の老
齢厚生年金の共済組合移管済記録に係る裁
定誤りが判明しました。

○ご主人様の老齢厚生年金裁定の際に、厚
生年金期間について、既に共済組合に移管
済の期間であるにもかかわらず、誤って厚生
年金期間として裁定したことによります。
○担当者の共済組合移管記録の確認漏れに
よるものです。

1名 過払い 1,002,917

○他年金事務所の担当者がお客様に
お詫びの上説明しましたが、返納につ
いてご了解をいただけませんでした。
○他年金事務所の担当者がお客様に
再度お詫びの上説明し、返納方法申出
書を受理し、再裁定関係書類とともに
機構本部に進達しました。

○お客様相談室において、お客様が共
済組合期間を有している場合は、移管
記録の有無について確認漏れのないよ
う周知・徹底しました。 内

部

57

老齢厚生
年金に係
る受給権
発生年月
日の裁定
誤りについ

確
認
・
決 千葉 千葉

2003年
6月12日

2010年
11月1日

○機構本部より、進達した再裁定報告書の返
戻があり、確認したところ、お客様の老齢厚生
年金に係る受給権発生年月日の裁定誤りが
判明しました。

○農林共済組合が厚生年金に統合されたこと
により、農林共済期間と厚生年金期間とを合
算して１２ヵ月以上の期間を有しているお客様
は、本来統合日である平成１４年４月１日付
で、特別支給の老齢厚生年金の受給権発生
年月日と裁定すべきところ、６５歳に達した日

ま たも す
1名 未払い 6 600

○お客様あてに経過説明とお詫びの文
書及び年金額仮計算書を送付し、お客
様より、年金額仮計算書の提出があり
ました。
○機構本部に確認の上、訂正処理依
頼書及び再裁定関係書類を進達し、処

が完 た を確 ま た

○お客様相談室において、未統合の年
金記録が判明した際は、農林共済期間
等、他年金の記録を確認し、届出に係
る説明漏れがないよう周知しました。
○また、再裁定関係書類を機構本部に
進達する前に、記録・記載内容の確認
を 名 う を徹底 ま た

内
部

57
て

決
定
誤
り

千葉 千葉 6月12日 11月1日 としてしまったものです。
○担当者の農林共済期間を有する厚生年金
被保険者に係る受給権発生年月日の認識不
足によります。

1名 未払い 6,600
理が完了したことを確認しました。
○担当者がお客様にお詫びの上、支払
時期をお伝えし、了承を得ました。

を２名以上で行うことを徹底しました。 部

58

老齢基礎
年金裁定
請求書及
び繰上げ
請求書の
受付漏れ
について

確
認
・
決
定
誤
り

愛媛 今治
2011年
3月31日

2011年
6月20日

○お客様より、初回の年金振込通知書につい
てお問合せがあり、確認したところ、老齢基礎
年金裁定請求書及び繰上げ請求書の受付漏
れが判明しました。

○お客様は、６０歳到達による繰上げ請求を
希望されており、本来、１日生れであったた
め、前日である前月末で繰上げ請求書の提
出を求めるべきところ、翌日の提出となったも
のです。
○繰上げ請求時における生年月日の確認不
足及び受付日と支払月に対する認識が不足
していたことによります。

1名 未払い 37,783

○お客様相談室長がお客様にお詫び
の上、説明しました。
○機構本部に協議し、６０歳到達時点
からの繰上げ請求としての再裁定報告
書を機構本部に進達し、処理が完了し
たことを確認しました。
○お客様から繰上げ請求の訂正に伴う
年金額について相談があり、文書を送
付しました。その後、お客様からお問合
せはありませんが、お問合せがあった
場合は引き続き対応することとしまし
た

○お客様相談室において、１日生れの
方の繰上げ請求に係る相談時におい
ては、お客様の意思を十分に確認し、
対応するよう周知しました。

外
部

た。

老齢年金
裁定時に 確

認

○機構本部より再裁定書類の返戻があり、確
認したところ、老齢年金裁定時における農林

○老齢年金裁定の際に、本来、厚生年金期
間として裁定すべきところ、誤って共済期間と

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。

○お客様相談室において、農林共済期
間に係る裁定は、必ず農林共済に確認

1名
外
部

老齢基礎
年金繰上
げ請求時
における説
明不足に
ついて 説

明
誤
り

埼玉 所沢
2011年
1月17日

59 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上、説明
したところ、繰上げ請求を取消してほし
いとのお申出があり、機構本部に協議
することとしました。
○機構本部より、お客様が老齢基礎年
金繰上げ請求時に退職共済年金を請
求していたことは確認できないため、繰
上げ請求の裁定は取消できない旨の
回答がありました。
○担当者がお客様に再度お詫びし、協
議結果をお伝えしたところ、了承を得ま
した。

○お客様相談室において、老齢基礎年
金繰上げ請求時における他年金の受
給、請求状況を詳しく確認するよう指導
徹底しました。

2011年
6月20日

○お客様より、老齢基礎年金を繰上げ請求し
たため、共済年金の定額部分が支給停止と
なってしまったとのお申出があり、確認したと
ころ、繰上げ請求時における説明不足が判明
しました。

○お客様から共済組合に年金請求している旨
のお申出がなく、担当者も老齢基礎年金の繰
上げ請求書提出時における説明が十分でき
ていなかったことによります。

60

裁定時に
おける農
林共済期
間の算入
誤りについ
て

認
・
決
定
誤
り

岩手 花巻
2006年
5月18日

2011年
7月19日

認したところ、老齢年金裁定時における農林
共済期間の算入誤りが判明しました。

間として裁定す きところ、誤って共済期間と
して裁定していました。
○担当者の確認及び認識不足によるもので
す。 1名 未払い 582,341

し、了承を得ました。
○機構本部へ再裁定書類を進達し、処
理が完了し、お客様に年金が支払され
たことを確認しました。

間に係る裁定は、必ず農林共済に確認
すること及び受給者記録確認の徹底を
周知しました。 内

部

12



整理
番号

件名
事故
等の
区分
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対応 対策
判明
契機

61

共済組合
期間に係
る再裁定
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

岩手 花巻
2010年

10月28日
2011年
7月20日

○機構本部より、再裁定済の書類について、
裁定に誤りがあるとの連絡があり、確認したと
ころ、判明した共済組合期間に係る再裁定誤
りが判明しました。

○判明した共済組合期間について、お客様よ
り年金加入期間確認通知書の提出があり、旧
法通算退職年金受給を確認できたことから、
本来、合算対象期間とすべきところ、担当者
の確認不足により、共済期間として、年金額
仮計算書を作成し、再裁定書類を進達したこ
とによるものです。
○また、機構本部における再裁定処理時の確
認不足によります。

1名 過払い 138,000

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。また、返納方法申
出書を受理しました。
○機構本部に再裁定関係書類一式を
進達しました。

○お客様相談室において、再裁定の書
類の進達の際には、共済加入期間確
認通知書の内容と受給権者の記録の
確認を周知・徹底しました。

内
部

老齢年金
裁定時に
おける共
済組合期

確
認
・

○担当者が、お客様から提出されたねんきん
特別便の再確認をしていたところ、老齢年金
裁定時における共済組合期間の算入誤りが
判明しました

○お客様から老齢年金裁定請求を受付した
際に添付されていた年金加入期間確認通知
書の共済期間について誤った期間を入力し、
そのまま裁定したことによります

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。また、年金額仮計
算書を受理しました。
○機構本部に再裁定関係書類を進達

○お客様相談室において、年金請求時
における年金加入期間確認通知書の
内容の確認について再度周知しまし
た

62
済組合期
間の算入
誤りについ
て

・
決
定
誤
り

鹿児島 加治木
2004年
4月30日

2011年
7月20日

判明しました。 そのまま裁定したことによります。
○担当者の共済期間に対する確認不足及び
入力後のチェックがされていなかったことによ
るものです。

1名 未払い 3,500
○機構本部に再裁定関係書類を進達
し、処理が完了したことを確認しまし
た。

た。
○また、届書等の入力後のチェックに
ついては、２名以上で確認するよう周知
しました。

内
部

63

障害基礎
年金に係
る子の加
算漏れに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

富山 富山
2004年
9月15日

2011年
7月22日

○障害年金加算改善法の施行に伴い、過去
に裁定した障害年金裁定請求書の再点検を
したところ、障害基礎年金に係る子の加算漏
れが判明しました。

○障害基礎年金裁定請求書には、戸籍謄
本、世帯全員の住民票の添付があったにもか
かわらず、加算額の対象者及び生計維持証
明欄が未記入だったため、加給対象者を見落
していたことによります。
○障害基礎年金裁定請求書の審査時及び入
力後の確認が漏れていたことによるもので
す。

1名 未払い 819,450

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。また、生計維持申
立書の提出を依頼し、受理しました。
○ブロック本部に協議し、処理可能との
回答により、機構本部に訂正処理依頼
書を進達し、処理が完了したことを確認
しました。

○お客様相談室において、障害年金裁
定請求書受付時のお子様の有無及び
加算対象者であるかの確認を慎重に
行うよう周知しました。

内
部

国民年金
第３号被保
険者期間

確
認

○担当者がねんきん特別便について調査確
認していたところ、老齢年金裁定時における
国民年金第３号被保険者期間の確認漏れが

○配偶者様の６５歳到達による厚生年金資格
喪失の確認漏れにより、本来、第１号被保険
者とすべきところ、誤って６０歳まで第３号被保

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。また、お客様より
再裁定申出書及び返納方法申出書を

○お客様相談室において、第３号被保
険者期間を有するお客様から老齢年金
裁定請求書の提出があった場合は、配

64

険者期間
の確認漏
れについ
て

認
・
決
定
誤
り

大阪 吹田
1992年
4月30日

2011年
7月22日

国民年金第３号被保険者期間の確認漏れが
判明しました。

者とす きところ、誤って６０歳まで第３号被保
険者としてしまいました。
○裁定請求書の審査時に、配偶者様の年金
記録の確認が不足していたことによるもので
す。

1名 過払い 12,500

再裁定申出書及び返納方法申出書を
受理しました。
○機構本部に再裁定申出書及び返納
方法申出書を進達し、処理が完了した
ことを確認しました。

裁定請求書の提出があった場合は、配
偶者様の年金記録を必ず確認するよう
周知・徹底しました。

内
部

65

厚生年金
期間の算
入漏れに
よる老齢
厚生年金
の裁定誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

神奈川
事務

センター
2011年
2月24日

2011年
4月12日

○街角の年金相談センターより、お客様から
老齢基礎・老齢厚生年金を請求したが、老齢
厚生年金が支給されていないとのお問合せが
あったとの連絡があり、確認したところ、厚生
年金期間の算入漏れによる老齢厚生年金の
裁定誤りが判明しました。

○記録統合後裁定処理する際に、厚生年金
期間の一部に脱退手当金の支給済期間が
あったため、担当者が合算対象期間と誤認
し、誤って厚生年金加入期間の全てを老齢厚
生年金の支給対象期間としないコードで入力
したことによります。
○担当者の厚生年金の加入記録の確認不足
及び記録統合処理後の年金記録添付漏れに
より決裁時にも誤りを発見できなかったことに
よるものです。

1名 未払い 373,141

○街角の年金相談センター長がお客様
にお詫びの上説明し、訂正処理するこ
とで了承を得ました。
○機構本部に処理スケジュールを確認
の上、訂正関係書類を進達し、処理が
完了したことを確認しました。
○担当者がお客様に再度お詫びし、処
理が完了したこと及び支払時期をお伝
えし、了承を得ました。

○年金給付グループにおいて、年金手
帳記号番号統合処理を行った場合は、
記録統合後の被保険者記録回答票を
添付の上、十分に確認し、年金裁定処
理することを周知・徹底しました。

外
部

66

戦時加算
の算入誤
りについて 確

認
・
決
定
誤
り

愛知 一宮
1989年
8月21日

2011年
7月26日

○機構本部より、進達した再裁定の返戻があ
り、確認したところ、戦時加算の算入誤りが判
明しました。

○老齢年金の裁定の際に、戦時加算の月数
を確認不足により誤って入力し、裁定したこと
によります。
○また、新規裁定時の裁定結果の確認漏れ
によるものです。

1名 未払い 1,148,342

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。
○ブロック本部に協議し、処理可能との
回答により、訂正処理依頼書等関係書
類を機構本部に進達し、処理が完了し
たことを確認しました。
○担当者がお客様に再度お詫びし、支
払時期をお伝えし、了承を得ました。

○お客様相談室において、処理結果リ
ストの確認を必ず複数名で行うこと及
び裁定結果の確認を慎重に行うよう周
知しました。

内
部

13
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67

老齢年金
に係る受
給権発生
年月日の
裁定誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

高知 高知東
2005年

8月
2011年
7月27日

○お客様が戸籍謄本等を持参され、国民年金
第３号被保険者について相談のために来所さ
れた際、お客様の年金記録を確認したところ、
老齢年金の受給権発生年月日を誤って裁定
していたことが判明しました。

○お客様に過去の婚姻歴を聴き取り、元配偶
者様の厚生年金加入期間に基づく合算対象
期間を含めて裁定すべきところ、その確認が
漏れていたことによります。
○担当者が、合算対象期間の確認を怠ったこ
と及びその後の決裁においてもチェックができ
なかったことによるものです。

1名 未払い 539,099

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、機構本部に協議することで了承を
得ました。
○機構本部より訂正処理可能との回答
があり、訂正処理依頼書を進達し、処
理が完了したことを確認しました。
○担当者がお客様に再度お詫びの上、
支払時期をお伝えし、了承を得ました。

○お客様相談室において、合算対象期
間の取扱いを説明し、年金請求時にお
ける確認の徹底を周知しました。

内
部

老齢厚生
年金裁定
時における
国民年金
第３号被保

確
認
・

事務 2007年 2011年

○年金事務所より、遺族年金裁定請求書を受
付したお客様の国民年金第３号被保険者期
間に誤りがあるのではないかとの連絡があ
り、確認したところ、お客様の老齢厚生年金裁
定時に国民年金第３号被保険者期間を誤って

○お客様の老齢厚生年金裁定時に、配偶者
様の６５歳到達年齢を誤認して、国民年金第３
号被保険者期間を、本来、平成１５年１月と訂
正すべきところ、誤って平成１４年１月と訂正し
たことによります

○担当者がお客様にお詫びの上、経緯
及び支払予定時期を説明し、了承を得
ました。
○機構本部に確認の上、再裁定関係
書類を進達し 処理が完了したことを確

○年金給付グループにおいて、裁定請
求書審査時における記録補正について
は、配偶者記録等をよく確認の上、慎
重に行うよう周知・徹底しました。

内
68

第３号被保
険者期間
の記録訂
正誤りにつ
いて

決
定
誤
り

大阪
事務

センター
2007年
8月17日

2011年
7月26日

定時に国民年金第３号被保険者期間を誤って
訂正していることが判明しました。

たことによります。
○年金裁定請求書審査時の確認不足及び決
裁においても、誤りに気付かなかったことによ
るものです。

1名 未払い 69,266
書類を進達し、処理が完了したことを確
認しました。

内
部

69

障害基礎
年金に係
る子の加
算漏れに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

富山 魚津
2008年
4月10日

2010年
7月21日

○町役場より、障害基礎年金の子の加算につ
いて照会があり、確認したところ、お客様の障
害基礎年金裁定時に子の加算を漏らしていた
ことが判明しました。

○添付されている書類から、お子様の氏名等
が確認できる状況であったにもかかわらず、
裁定請求書の加算額の記載がなかったため、
加算しなかったものです。
○審査担当者のお子様の生計維持関係に係
る確認不足及び決裁においても気付かなかっ
たものです。

1名 未払い 227,900

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。
○ブロック本部に協議し、訂正処理可
能との回答により、関係書類を機構本
部に進達しました。
○お客様に支払されていることを確認
しました。

○お客様相談室において、裁定請求書
受付時における加算対象者に係る生計
維持関係の確認の徹底を周知しまし
た。

外
部

障害基礎
年金に係
る受給権

確
認

○年金事務所より、お客様の障害基礎年金の
受給権発生年月日に疑義があるとの照会が
あり 裁定者 覧表を確認したところ 受給権

○障害基礎年金の裁定の際、受給権発生年
月日を２０歳到達日とすべきところ、診断書に
誤 て記載されていた生年月日で裁定したも

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。
○診断書を作成した医師に生年月日の

○年金給付グループにおいて、審査担
当者は裁定請求書の受付時に、診断
書及び戸籍謄本等を確認し 生年月日

70

る受給権
発生年月
日誤りにつ
いて

認
・
決
定
誤
り

岡山
事務

センター
2011年
6月16日

2011年
8月1日

あり、裁定者一覧表を確認したところ、受給権
発生年月日を誤っていることが判明しました。

誤って記載されていた生年月日で裁定したも
のです。
○裁定請求書の審査及び決裁においても誤
りに気付かなかったことによるものです。

1名 ― 0

○診断書を作成した医師に生年月日の
記載部分の訂正を依頼し、訂正された
診断書が送付され、機構本部に訂正処
理を依頼しました。

書及び戸籍謄本等を確認し、生年月日
等に不備があれば返戻を行うことの徹
底を指示しました。

内
部

71

老齢基礎
年金６５歳
裁定後に
納付された
国民年金
保険料の
年金額へ
の算入漏
れについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

愛媛 今治
2003年
9月30日

2011年
8月1日

○事務センターより、当所から回付した遺族
厚生年金裁定請求書を提出されたお客様の
老齢基礎年金について照会があり、確認した
ところ、お客様の老齢基礎年金額に国民年金
納付済期間が反映されていないことが判明し
ました。

○６５歳到達時の裁定請求書（はがき）の入力
処理が行われた後にお客様が納付された国
民年金保険料を確認し、機構本部に再裁定を
依頼すべきところ、依頼していなかったことに
よるものです。
○国民年金被保険者資格喪失一覧表の確認
を怠り、また、決裁においても、気付かなかっ
たものです。

1名 未払い 14,436

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、年金額仮計算書を受理し、機構本
部に再裁定を依頼しました。
○担当者がお客様に再度お詫びの上、
支払時期をお伝えし、了承を得ました。

○お客様相談室及び国民年金課にお
いて、被保険者資格喪失一覧表の確
認の徹底を周知しました。

内
部

72

年金受給
選択申出
書の処理
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

愛媛
事務

センター
2011年
4月12日

2011年
8月2日

○お客様より、年金の選択替についての相談
が年金事務所にあり、確認したところ、当事務
センターから誤った選択替の案内文書を送付
したことから、誤った年金選択をされているこ
とが判明しました。

○老齢厚生年金より障害厚生年金の方が支
給額が多かったため、障害厚生年金に選択替
した方が有利である旨の文書を送付しました
が、厚生年金基金の受給の有無を確認した上
で、支給額の比較を行うべきところ、その比較
を行わないまま誤った案内を送付したもので
す。
○また、決裁時においてもチェックができな
かったものです。

1名 過払い 22,135

○担当者がお客様にお詫びの上、説明
しました。機構本部と協議することとし
ました。
○機構本部より、選択替の訂正処理を
遡って行うとの回答があり、担当者がお
客様に再度お詫びの上、選択替の訂
正処理を行い、支払調整することを説
明し、了承を得ました。
○機構本部に年金受給選択申出書の
訂正処理を依頼し、処理が完了したこ
とを確認しました。

○年金給付グループにおいて、年金受
給額の比較の際には、厚生年金基金
からの支給額を確認するよう周知・徹
底しました。
○また、年金事務所に今回の事象を情
報提供し、注意喚起を行いました。

内
部

14



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
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対応 対策
判明
契機

73

振替加算
の加算誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

東京 練馬
2010年

10月12日
2011年
3月1日

○事務センターより、遺族年金を請求された
方の老齢基礎年金に振替加算が誤って加算
されているとの連絡があり、確認したところ、
加算の対象とならない配偶者様の氏名等を記
載し回付したため、誤って加算していたことが
判明しました。

○お客様は一度離婚されていたため、本来、
戸籍謄本の添付は不要でしたが、戸籍謄本を
添付し、配偶者様の氏名等を記載した老齢基
礎年金裁定請求書を事務センターに回付した
ため、振替加算が加算されてしまいました。
○老齢基礎年金裁定請求書受付時の確認不
足によるものです。

1名 過払い 93,500

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得たため、返納方法申出書
を受理しました。
○機構本部に再裁定報告書及び返納
方法申出書を進達しました。

○お客様相談室において、振替加算の
要件確認の際は、６５歳時点の状態を
確認するのみではなく、配偶者様に加
給年金が加算された時点からの生計維
持・同一関係を確認すること、また、書
類については複数名での二重チェック
を行うよう改めて周知・徹底しました。

内
部

74

老齢基礎
年金の一
部繰上げ
請求による
裁定誤りに
ついて

確
認
・
決 茨城 土浦

2006年
7月20日

2011年
8月16日

○共済組合より、共済組合の特例により、６０
歳から定額部分を受給している退職共済年金
受給者の方で、６０歳から老齢基礎年金を一
部繰上げ受給しているので調べてほしいとの
連絡があり、確認したところ、老齢基礎年金の
一部繰上げ請求による裁定誤りが判明しまし

○共済組合発行の年金加入期間確認通知書
の支給開始年齢の特例該当及び定額支給開
始年齢欄が無記入だったため、一部繰上げ請
求ができるものとして裁定したことによるもの
です。

1名 過払い 1,548,689

○共済組合の担当者より、お客様にお
詫びの上説明し、了承を得た旨の連絡
がありました。
○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、返納方法申出書を受理しました。
○共済組合より、年金加入期間確認通

○お客様相談室において、共済年金の
支給開始年齢の特例について説明し、
共済年金受給者の繰上げ請求時にお
ける共済特例の有無について、確認の
徹底を周知しました。
○共済組合に、年金加入期間確認通 外

部
74 ついて 決

定
誤
り

茨城 土浦 7月20日 8月16日
部繰上げ請求による裁定誤りが判明しまし

た。
1名 過払い 1,548,689 ○共済組合より、年金加入期間確認通

知書の送付があり、再裁定関係書類と
ともに、機構本部に進達し、処理が完
了したことを確認しました。

○共済組合に、年金加入期間確認通
知書の記載内容に記載漏れがないよう
に要請しました。

部

75

老齢年金
裁定時に
おける受
給権発生
年月日の
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

神奈川 平塚
1995年
7月1日

2011年
9月5日

○他年金事務所より、機構本部から再裁定が
返戻されたため確認の依頼があり、確認した
ところ、老齢年金裁定時に受給権発生年月日
を誤って裁定していたことが判明しました。
○また、お客様の配偶者様に配偶者加給年
金が加算されていたにもかかわらず、お客様
に振替加算の加算漏れが判明しました。

○お客様の老齢年金裁定時において、合算
対象期間を確認しなかったこと及び共済年金
の受給権発生時の受給要件の確認不足によ
るものです。
○また、配偶者状態表示の登録誤りにより、
お客様の振替加算漏れとなったものです。

1名 未払い 3,375,015

○他年金事務所の担当者がお客様に
お詫びの上説明し、機構本部と協議す
ることとしました。
○機構本部より、受給権発生年月日を
訂正した上で、時効分の年金を支払す
るとの回答があり、再裁定報告書を進
達しました。
○お客様相談室の担当者がお客様に
再度お詫びの上、支払時期をお伝え
し、了承を得ました。

○お客様相談室において、裁定請求書
受付時には、振替加算額対象者の有
無、受給権発生日及び合算対象期間
の確認を徹底するよう周知しました。

内
部

76

所得状況
届の確認
漏れにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

広島
事務

センター
2011年
8月26日

2011年
9月22日

○担当者が所得状況届連名簿の事後確認を
行ったところ、Ａ様から所得証明書の提出が
ありましたが、誤って所得未確認者として処理
していたことが判明しました。

○Ａ様から平成２３年度所得証明書の郵送に
よる受付をした担当者が、ご家族のＢ様の所
得証明書が同封されていたため、Ｂ様から重
複して提出されたものと思い込み、Ｂ様の書
類にホチキス止めしたことにより、未処理と
なったものです。
○担当者の確認不足及びその後の審査でも
誤りに気付かなかったことによります。

1名 未払い 164,350

○担当者がＡ様にお詫びの上、支払が
差止になることについて説明し、支払時
期をお伝えし、了承を得ました。
○年金受給権者現況届処理票の入力
を行いました。

○年金給付グループにおいて、年金給
付業務は添付書類を確認することが多
いため、入力前の２回審査に加え、事
後の点検作業においても、支払保留と
なる受給権者の点検項目に添付書類
の再確認を加えることとしました。

内
部

77

振替加算
の加算誤
りについて

確
認
・
決
定
誤

大阪 豊中
1989年

11月16日
2011年
9月26日

○事務センターより、お客様の老齢年金の振
替加算について問合せがあり、確認したとこ
ろ、振替加算の加算誤りが判明しました。

○裁定時に、配偶者状態表示の入力を誤って
入力処理したため、お客様の老齢年金に振替
加算額が加算されました。
○配偶者様が旧法の受給権者であることの
確認を漏らしたことによります。 1名 過払い 1,048,050

○担当者がお客様にお詫びの上、返納
について説明し、返納方法申出書を受
理しました。
○機構本部に返納方法申出書及び老
齢年金の訂正依頼を送付し、処理が完
了したことを確認しました。

○お客様相談室において、年金裁定請
求書受付時の配偶者様の年金受給状
況の確認の徹底を周知しました。

内
部

誤
り

15



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

78

年金記録
に係る確
認申立書
の記録訂
正誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

東京 墨田
2011年
4月8日

2011年
8月22日

○事務センターより、第三者委員会へ回付す
べき事案であるとの連絡があり、年金記録に
係る確認申立書の記録訂正誤りが判明しまし
た。

○お客様から年金記録に係る確認申立書の
提出があり、内容審査をした際に、確認不足
により、誤って年金事務所段階での記録回復
が可能と判断したことによります。
○あっせん事案に係る事業所と同一事業所に
同一時期に勤務していた方の年金記録の訂
正についての認識が不足していたことによる
ものです。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、改めて第三者委員会に年金記録に
係る確認申立書を回付する旨をお伝え
しました。
○訂正した年金記録を元に戻し、事務
センター経由で年金記録に係る確認申
立書を回付しました。
○担当者がお客様に改めてお詫びの
上、第三者委員会よりあっせんの通知
があった旨をお伝えし、了承を得まし
た。

○年金記録課において、年金記録に係
る確認申立書について、年金事務所段
階での記録回復が可能な事案につい
て説明し、確認の徹底を周知しました。

内
部

配偶者加
給年金の

○機構本部より、再裁定の関係書類が返戻さ
れ 確認したところ 特別支給の老齢厚生年

○特別支給の老齢厚生年金を遡及して裁定
した以降 配偶者様の特別支給の老齢厚生

○お客様相談室長がお客様にお詫び
の上 説明しました 取扱いについて

○お客様相談室において、老齢年金が
遡及して請求された場合の配偶者の年

79

給年金の
加算漏れ
について

確
認
・
決
定
誤
り

香川 高松東
1999年
3月頃

2011年
9月28日

れ、確認したところ、特別支給の老齢厚生年
金の裁定を誤り、配偶者加給年金の加算が
漏れていたことが判明しました。

した以降、配偶者様の特別支給の老齢厚生
年金の受給権発生時に、配偶者状態表示を
変更すべきところ、当初から誤って入力してい
たことによります。
○裁定時の確認不足及び入力後の決裁にお
いても誤りに気付かなかったことによるもので
す。

1名 未払い 108,042

の上、説明しました。取扱いについて、
ブロック本部と協議することとしました。
○ブロック本部と協議し、訂正処理可能
との回答により、機構本部に訂正処理
に係る書類一式を進達し、処理が完了
したことを確認しました。
○担当者がお客様に再度お詫びの上、
支払時期をお伝えし、了承を得ました。

遡及して請求された場合の配偶者の年
金受給状況の確認を周知しました。
○また、事務センターに今回の事象を
情報提供し、注意喚起を行いました。

内
部

80

配偶者加
給年金の
加算漏れ
について 確

認
・
決
定

山口 下関
1995年
6月頃

2011年
5月20日

○機構本部より、進達した再裁定について連
絡があり、確認したところ、お客様の老齢年金
裁定時に、配偶者状態表示の登録誤りがあ
り、配偶者加給年金の加算漏れが判明しまし
た。

○配偶者様は厚生年金と共済年金の加入期
間があり、共に老齢要件満了していないので
加給年金を加算として登録すべきところ、誤っ
て加算しないとしていました。
○処理後の決裁においても誤りに気付かな
かったことによるものです。

1名 未払い 866,249

○担当者がお客様にお詫びの上、説明
しました。取扱いについて、ブロック本
部と協議することとしました。
○ブロック本部から訂正処理可能との
回答があり、機構本部に訂正処理依頼
書及びお客様から受理した収入要件申
立書を送付しました。
○処理が完了し 担当者がお客様に再

○お客様相談室において、裁定請求書
の添付書類及び配偶者様の記録を慎
重に確認するよう指示しました。

内
部

定
誤
り

○処理が完了し、担当者がお客様に再
度お詫びの上、支払時期をお伝えし、
了承を得ました。

81

老齢厚生
年金裁定
時における
第四種被
保険者期
間の削除
漏れにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

愛知 熱田
1990年
7月12日

2011年
10月28日

○記録突合センターより、お客様の紙台帳と
コンピュータ記録の突合の際に、第四種被保
険者期間を削除せずに老齢厚生年金を裁定
している旨の連絡があり、確認したところ、老
齢年金裁定時における第四種被保険者期間
の削除漏れが判明しました。

○お客様の老齢厚生年金裁定請求時に、厚
生年金加入期間が２４０月以上となっているに
もかかわらず、第四種被保険者期間の削除を
失念し、裁定したことによります。
○裁定時の確認不足によるものです。

1名 その他 12,176

○担当者がお客様にお詫びの上、説明
しました。補正処理を行い、第四種保険
料の還付をすること及び過払いした年
金について返納しただくことで了承を得
ました。
○お客様から年金額仮計算書、返納方
法申出書、保険料等還付請求書を受
理し、補正処理等を行い、関係書類一
式を機構本部に進達しました。

〇お客様相談室において、裁定請求書
等受付時の確認の徹底を周知しまし
た。

内
部

死亡保留
の処理誤

○お客様より、年金が振込されていない旨の
お申出があり 確認したところ お客様の配偶

○街角の年金相談センターの担当者が、本
来 お客様の配偶者様の死亡保留処理票を

○担当者がお客様にお詫びの上、説明
しました

○街角の年金相談センターにおいて、
死亡保留の処理依頼を行う際には 対

82

の処理誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

熊本 熊本西
2011年
9月12日

2011年
10月24日

お申出があり、確認したところ、お客様の配偶
者様の死亡に伴う未支給年金請求の際に、お
客様の年金に死亡保留の処理誤りをしている
ことが判明しました。

来、お客様の配偶者様の死亡保留処理票を
作成すべきところ、誤ってお客様の死亡保留
処理票を作成したことによります。
○街角の年金相談センターの担当者及び入
力担当した年金事務所の担当者の確認不足
によります。

1名 未払い 131,483

しました。
○機構本部に死亡保留解除を依頼し、
支払時期が確定したため、担当者がお
客様に再度お詫びの上、支払時期をお
伝えし、了承を得ました。

死亡保留の処理依頼を行う際には、対
象となる方の確認を慎重に行い、複数
名で確認するよう周知・徹底しました。
○お客様相談室において、死亡保留処
理の際は、該当者の氏名、生年月日、
基礎年金番号の確認の徹底を周知し
ました。

外
部

16



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

83

老齢年金
裁定時に
おける農
林共済期
間の算入
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

東京
事務

センター
2011年
2月2日

2011年
10月25日

○年金事務所より、お客様から年金額が少な
いとのお申出があった旨連絡があり、確認し
たところ、老齢年金裁定時における農林共済
期間の算入誤りが判明しました。

○担当者が入力時に農林共済対象の方であ
ることを農林共済組合に確認しましたが、退職
共済年金の待機者と誤認したため、本来、農
林共済期間を厚生年金期間とすべきところ、
誤って共済期間として裁定したものです。
○担当者の確認不足によるものです。

1名 未払い 143,934

○担当者がお客様にお詫びの上、説明
しました。
○再度、農林共済組合に確認の上、機
構本部に再裁定依頼書を進達しまし
た。
○処理が完了し、担当者がお客様に再
度お詫びの上、支払時期をお伝えし、
了承を得ました。

○年金給付グループにおいて、農林共
済組合への確認の際は、詳細に照会
内容を確認するよう周知・徹底しまし
た。

外
部

84

配偶者加
給年金の
加算漏れ
について

確
認
・
決
定

岡山 倉敷西
2001年
5月31日

2011年
10月26日

○機構本部より再裁定の返戻があり、確認し
たところ、特別支給の老齢厚生年金裁定時に
おける配偶者加給年金の加算漏れが判明し
ました。

○お客様の配偶者様の年金受給状況の確認
不足により、本来、配偶者状態表示を加給年
金を加算すると入力すべきところ、加給年金を
加算しないと入力したことによります。
○また、その後の決裁においても誤りを発見
できませんでした。 1名 未払い 275,750

○担当者がお客様にお詫びの上、説明
しました。ブロック本部と協議することで
了承を得ました。
○ブロック本部より、訂正処理可能との
回答があり、機構本部へ関係書類一式
を進達しました。

○お客様相談室において、裁定請求書
受付時に配偶者様の年金受給状況を
慎重に確認するよう指示しました。
○また、事務センターに今回の事象を
情報提供し、注意喚起しました。 内

部
定
誤
り

5月3 日 月26日 できませんでした。 を進達しました。
○処理が完了し、お客様に支払されて
いることを確認しました。

部

85

老齢福祉
年金との
併給調整
漏れにつ
いて 確

認
・
決
定
誤
り

本部 支払部
2010年
12月9日

2011年
9月5日

○事務センターより、時効特例給付の支払額
内訳について照会があり、確認したところ、既
に支払した時効特例給付金と遅延特別加算
金について、老齢福祉年金との併給調整を行
わず支払したことが判明しました。

○担当者の審査時に、老齢福祉年金に係る
添付書類の確認不足により、厚生年金通算老
齢年金を全額支払してしまったことによりま
す。
○また、決裁においても、見落していました。

1名 過払い 12,359,604

○担当者がお客様にお詫びの上、説明
しましたが、ご納得いただけず、お詫び
と説明の文書を送付しました。
○担当者がお客様に再度お詫びし、正
しい金額が記載された時効特例給付支
払決定通知書、遅延特別加算金支払
決定通知書、支払内訳書及び過払い
額がわかる返納納入告知書を送付す
ることで了承を得ました。お客様に納入
告知書等を送付しました。
○お客様が一括返納され、担当者がお
客様に改めてお詫びし、了承を得まし
た。

○朝礼において、添付書類の確認を徹
底するとともに、審査時の他年金との
併給調整の確認漏れがないよう周知・
徹底しました。

内
部

た。

86

障害厚生
年金の裁
定誤りにつ
いて 確

認
・
決
定
誤
り

本部
障害
年金

業務部

2009年
7月16日

2011年
12月1日

○年金事務所より、お客様から遅延特別加算
金の支払についてお問合せがあったとの連絡
があり、確認したところ、障害厚生年金の裁定
誤りにより、時効特例給付金及び遅延特別加
算金を支払していないことが判明しました。

○お客様の年金記録が新たに判明し、納付
要件を満たしたことにより受理した障害厚生
年金裁定請求書について、本来、年金記録判
明後の受付年月日にて裁定すべきところ、年
金記録判明前の受付年月日にて裁定処理を
行ったため、消滅時効を適用しない裁定処理
となり、時効特例給付金と遅延特別加算金が
支払されなかったものです。
○担当者の時効特例法に関する認識不足に
よるものです。

1名 その他 5,368,092

○年金事務所の担当者がお客様にお
詫びの上、訂正することで了承を得まし
た。過払い分を未払いの時効特例給付
額で調整することとなり、返納方法申出
書を受理しました。
○再裁定処理を行い、処理が完了し、
正しい年金証書、時効特例給付支払決
定通知書及び遅延特別加算金支払決
定通知書にお詫びの文書を添えて、お
客様あてに送付しました。

○今回の事象を職員に説明し、時効特
例に該当する場合の処理について再
度周知・徹底しました。

外
部

老齢基礎
年金繰上
げ請求書
の処理誤 確

○コールセンターより、６５歳から退職共済年
金が下がったのはなぜかとお客様からお問合
せがあったとの連絡があり、確認したところ、
退職共済年金は正しい額でしたが、老齢基礎

○退職共済年金の定額開始年齢を６０歳前の
勧奨退職のため、６０歳と入力すべきところ、
通常の定額開始年齢の６３歳と誤って入力し
たことによります。

○お客様あてにお詫びと説明の文書を
送付しました。
○年金事務所のお客様相談室長がお
客様にお詫びの上、過払い分の返納と

○担当者と決裁者に、届書等の内容確
認及び定額開始年齢の確認を慎重に
行うよう周知・徹底しました。

87

の処理誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

本部 支払部
2007年
7月15日

2012年
1月16日

退職共済年金は正しい額でしたが、老齢基礎
年金繰上げ請求書等の繰上げ請求年齢の処
理誤りにより老齢基礎年金額が誤っているこ
とが判明しました。

たことによります。
○担当者及び決裁者の確認不足によるもの
です。

1名 過払い 745,191

客様にお詫びの上、過払い分の返納と
今後の年金額について説明し、了承を
得ました。
○担当者が繰下げ請求年齢の訂正処
理を行いました。
○お客様から分割による返納方法申出
書の提出があり、担当部署に回付し、
お客様あてに分割納付書を送付しまし
た。

内
部

17



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

―
2011年
7月25日

○お客様の配偶者様が、障害基礎年金に係
る所得状況届による生計維持確認の提出に
市役所に来所され、市役所からの連絡により
確認したところ、お客様から提出された加算
額・加給年金額対象者不該当届の処理誤り
が判明しました。

1名

○お客様から提出された障害給付加算額・加
給年金額加算開始事由該当届及び加算額・
加給年金額対象者不該当届の審査におい
て、添付されていた児童扶養手当額調書を担
当者が誤認したことにより、加算額・加給年金
額対象者不該当届の記載についてお客様が
誤って記載したものとして訂正し、本来、不該
当とすべきお子様を該当とし、該当とすべきお
子様を不該当として処理したことによります。
○加算額・加給年金額対象者不該当届を訂
正する際、児童扶養手当額調書の記載内容
について市役所の担当課に確認せず届書を
補正したことによるものです。

○年金給付グループにおいて、届書に
添付された書類により、提出された届
書について職員による補正を行う場合
は、入念に確認した後で補正すること
及び判断困難な場合は、添付書類の
交付元市町村の担当課に確認の上、
補正するよう周知しました。

外
部

88

加算額・加
給年金額
対象者不
該当届の
処理誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

静岡
事務

センター
2011年
7月22日

0

○担当者がお客様の配偶者様にお詫
びの上説明し、加給年金額対象者を正
しく登録する処理を機構本部にて早急
に行うことをお伝えし、了承を得ました。
○機構本部に処理可能である旨確認
し、訂正処理依頼書を進達し、訂正処
理が完了したことを確認しました。

89

配偶者加
給年金の
加算漏れ
について

確
認
・
決
定
誤
り

大阪 東大阪
1991年
12月頃

2011年
5月20日

○お客様より、死亡されたご主人様の厚生年
金期間判明による再裁定の提出があり、機構
本部へ進達したところ返戻があり、確認したと
ころ、配偶者加給年金の加算漏れが判明しま
した。

○老齢年金の新規裁定時に、本来、配偶者
状態表示を加給年金を加算すると入力すべき
ところ、加給年金を加算しないと入力していた
ことによります。
○配偶者様の記録等の審査、入力時及び入
力後の確認不足によるものです。

1名 未払い 539,666

○機構本部に協議し、処理可能との回
答を受け、訂正処理依頼書を機構本部
に進達しました。処理が完了し、支払時
期を確認しました。
○担当者がお客様にお詫びの上経過
説明し、支払時期をお伝えしたところ、
了承を得ました。

○お客様相談室において、入力処理結
果リストは、入力担当者と他の担当者
により、複数名で確認することを周知・
徹底しました。 内

部

内
部

老齢年金
に係る受
給権発生
年月日の
裁定誤りに
ついて

確
認
・
決
定

東京 八王子
2003年
2月25日

90

○お客様より老齢年金裁定請求書を受付した
際に、年金加入記録が昭和３６年４月以前の
厚生年金期間のみであり、本来、配偶者様の
公的年金の加入状況を確認の上、国民年金
記録を整備し、国民年金第３号被保険者特例
措置該当届により受給権発生年月日を平成１
２年５月とすべきところ、誤って平成９年１２月
と誤って裁定したことによります。
○新規裁定時の審査及び入力処理におい

1名
2011年
7月26日

○お客様の配偶者様に、新たに厚生年金期
間が確認できたため、お客様の記録を再確認
したところ、老齢年金に係る受給権発生年月
日の裁定誤りが判明しました。

― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。また、受給権発生
年月日訂正に伴う過払い分について
は、時効消滅する旨説明しました。
○機構本部に再裁定関係書類及び経
過書を進達し、処理が完了したことを確
認しました。

○お客様相談室において、老齢年金裁
定請求書受付の際に、年金加入記録
が昭和３６年４月１日以前の厚生年金
期間のみの場合は、必ず配偶者様の
被用者年金の加入状況を調査確認す
ることについて周知・徹底しました。

91

年金記録
に係る確
認申立書
の記録訂
正誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

茨城 下館
2010年
4月12日

2011年
7月29日

○機構本部からの指示により、記録回復処理
済の年金記録に係る確認申立書を確認したと
ころ、誤って記録訂正処理していたことが判明
しました。

○お客様から年金記録に係る確認申立書の
提出があり、内容審査をした際に、確認不足
により、誤って年金事務所段階での記録回復
が可能と判断したことによります。
○あっせん事案に係る事業所と同一事業所に
同一時期に勤務していた方の年金記録の訂
正についての認識が不足していたことによる
ものです。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。また、年金記録を
訂正前の記録に戻した上、年金記録に
係る確認申立書を第三者委員会へ回
付する旨説明し、了承を得ました。
○お客様の年金記録に係る確認申立
書を第三者委員会へ回付しました。ま
た、お客様の年金記録を元の状態に戻
しました。

○年金記録に係る確認申立書に係る
年金事務所段階での記録回復が可能
な事案について再度周知し、事務処理
全般の再確認を行いました。

内
部

再裁定報 ○お客様より 支給額変更通知書についてお ○国民年金納付月訂正に伴う再裁定報告書 ○担当者がお客様にお詫びの上説明 ○お客様相談室において 再裁定報告

定
誤
り

○新規裁定時の審査及び入力処理におい
て、確認が不足していたこと及び入力後の点
検においても誤りが発見できなかったことによ
るものです。

92

再裁定報
告書の作
成誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

神奈川 横須賀
2011年
3月18日

2011年
6月14日

○お客様より、支給額変更通知書についてお
問合せがあり、確認したところ、再裁定報告書
の作成誤りによる未払いが判明しました。

○国民年金納付月訂正に伴う再裁定報告書
の作成誤りにより、再度、訂正のため再裁定
報告書を作成した際に申出受付年月日を前
回提出分と同日とすべきところ、誤って報告書
作成日にしてしまったことによります。
○担当者の再裁定報告書作成に係る知識不
足及び時効起算日についての認識誤りによる
ものです。

1名 未払い 15,864

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、決定後、支払時期を連絡することで
了承を得ました。
○機構本部に再裁定報告書を進達し、
処理が完了したことを確認しました。
○担当者がお客様に再度お詫びの上、
支払時期をお伝えし、了承を得ました。

○お客様相談室において、再裁定報告
書の作成に係る詳細について周知し、
進達時における確認及び決裁での慎
重な確認を徹底しました。

外
部

18



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

93

配偶者加
給年金の
加算漏れ
について

確
認
・
決
定
誤
り

愛知 瀬戸
1987年

2月
2011年
4月22日

○機構本部より再裁定の返戻があり、確認し
たところ、配偶者加給年金の加算漏れが判明
しました。

○老齢年金裁定時に、本来、配偶者状態表
示を加給年金を加算すると入力すべきところ、
加給年金を加算しないと入力したことによりま
す。
○裁定請求書受付時及び決裁時における確
認不足によるものです。 1名 未払い 931,765

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、ブロック本部と協議することで了承
を得ました。
○ブロック本部より、訂正処理可能との
回答があり、機構本部へ関係書類一式
を進達しました。
○処理が完了し、お客様に支払されて
いることを確認しました。

○お客様相談室において、受付及び審
査時に、より慎重な確認をするよう周知
しました。

内
部

○お客様より、老齢年金裁定請求書を受理し
た際、６５歳以降の老齢年金は７０歳まで繰下
げするとの確認をしていたにもかかわらず、担
当者が老齢年金の繰下げ意思確認書の提出
を求めなかったことによります

老齢年金
の繰下げ
意思確認
書受理漏
れについ

○お客様相談室において、老齢年金裁
定請求書の受付時におけるお客様の
繰上げ・繰下げの意思確認の徹底及び
関係届書の受理について周知しまし
た

○担当者がお客様にお詫びの上、説明
しました。機構本部と協議することとし
ました。
○機構本部より、６５歳裁定の取消処
理可能との回答があり お客様から返

○お客様より、老齢年金の決定内容について
お問合せがあり、確認したところ、お客様から
老齢年金の繰下げ意思確認書の受理を漏ら
したことにより、老齢年金を誤って本来額で裁
定していたことが判明しました確

95

老齢年金
裁定時の
入力誤りに
ついて

確
認
・
決
定

福島 郡山

2010年
4月26日

2010年

2011年
10月27日

○事務センターより、お客様の年金が誤って
裁定されているとの連絡があり、確認したとこ
ろ、老齢年金裁定時に合算対象期間とすべき
期間を共済組合員期間として算入し、さらに
納付済であった国民年金任意加入期間を誤っ
て訂正し、保険料を還付していたことが判明し
ました

○お客様は旧法による共済年金が裁定され
ているため、共済組合員期間は老齢基礎年
金の支給対象期間とすべきではなかったもの
を裁定時に誤って入力したため、老齢基礎年
金に過払いが発生したものです。
○年金請求書の審査時の確認不足及び国民
年金任意加入期間の確認不足によります

1名 その他 775,854

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、過払い分については今後支払する
年金から調整することで了承を得たた
め、返納方法申出書を受理し、機構本
部へ進達しました。
○また、誤還付した国民年金保険料に
ついて 返納金として取り扱うこととし

○お客様相談室において、請求書の審
査・入力時等の確認は十分に行うこと
を周知しました。
○また、事務センターに事象を情報提
供し、注意喚起しました。

内
部

を求めなかったことによります。
○担当者の老齢年金の繰下げ意思確認書に
係る認識不足によるものです。

過払い1名94

れについ
て

港北
2011年
5月31日

2,891,504

た。

外
部

理可能との回答があり、お客様から返
納方法申出書を受理し、関係書類を機
構本部に進達し、処理が完了したことを
確認しました。
○担当者がお客様に再度お詫びし、機
構本部から返納金納付書が送付される
旨をお伝えし、了承を得ました。後日、
返納金が納付されたことを確認しまし
た。

2011年
8月15日

定していたことが判明しました。確
認
・
決
定
誤
り

神奈川

定
誤
り

2010年
6月7日

ました。 年金任意加入期間の確認不足によります。 ついて、返納金として取り扱うこととし、
お客様から分割納付申出書を受理し、
分割納付書を送付しました。

部

96

記録判明
時における
国民年金
記録の訂
正誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

鳥取 米子
2011年
5月27日

2011年
7月14日

○機構本部より、再裁定の内容について確認
するよう連絡があり、確認したところ、年金記
録確認のお知らせにより厚生年金期間が判
明した際に、国民年金記録を誤って訂正して
いたことが判明しました。
○また、お客様に誤った内容の還付請求書を
送付していることも判明しました。

○担当者が記録訂正の際に、厚生年金記録
と国民年金記録の重複した期間の確認が不
足していたことによるものです。
○また、入力後の確認及び決裁においても誤
りに気付かなかったことによります。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、了承を得ました。誤って送付した還
付請求書は、所在不明のため回収でき
なかったため、発見した場合、お知らせ
いただくこととしました。
○記録の補正処理を行い、機構本部に
連絡の上、再裁定関係書類を再進達
し、処理が完了したことを確認しまし
た。
○誤った還付決定を取消し、正しい期
間の還付決定処理を行い、お客様に還
付請求書を送付しました。

○年金記録課において、記録補正の際
は、資格取得日、資格喪失日等の確認
を慎重に行うよう周知しました。
○また、入力チェック時の手順の再確
認及び入力担当者と他の担当者による
二重チェックの徹底を周知しました。

内
部

97

年金から
の特別徴
収漏れに
ついて

未
処
理
・
処
理
遅
延

本部
業務

管理部
2012年
4月13日

2012年
5月16日

○Ａ市役所より、平成２４年４月支払分から後
期高齢者医療保険の保険料に係る特別徴収
を開始する予定で異動情報を機構に回付した
が、エラーとなった方が多数いるとのお問合
せがあり、確認したところ、後期高齢者医療保
険の保険料の特別徴収漏れが判明しました。

○Ａ市の市制施行に伴い、市町村コードの変
更情報を作成し、登録すべきところ、市町村
コード変更情報の作成を漏らしていたことによ
ります。

126名 未徴収 4,752,600

○担当者が市役所にお詫びの上説明
し、お詫びの文書を送付しました。
○市役所より、後期高齢者医療保険の
保険料徴収は特別徴収から普通徴収
へ切替する旨の説明文書とともに、機
構で作成したお詫びの文書を同封し、
お客様あてに送付しました。

○市町村コード変更情報作成時の
チェックを複数名で行うよう改めました。

外
部

19



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

98

年金加入
記録回答
票の処理
遅延につ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

京都 京都西
2008年
10月1日

2011年
5月25日

○事務センターより、お客様から提出されたね
んきん定期便に、年金記録の回答が未だ届
かないとの記載があるとの連絡があり、確認
したところ、お客様から受付した年金加入記録
回答票が相談受付票に綴られており、未処理
となっていることが判明しました。
○相談受付票の全件を確認したところ、他に４
名のお客様に同様の事象が判明しました。

○記録相談完了分として、誤って編綴されて
いたことによります。

5名 未払い 294,460

○４名のお客様あてに、記録調査の結
果、記録が判明しなかった旨の年金記
録照会回答票及びお詫びの文書を同
封し、送付しました。
○記録が判明したお客様に、担当者が
お詫びの上説明し、年金記録照会回答
票と年金額仮計算書を送付することで
了承を得ました。
○お客様より年金額仮計算書の提出
があり、機構本部に再裁定関係書類を
進達し、処理が完了したことを確認しま
した。

○年金記録課において、年金記録に係
る相談受付票及び年金加入記録回答
票の内容を複数名で確認・点検するよ
う周知しました。

外
部

審査請求
未

○窓口で受付した書類を点検したところ、厚生 ○受付した審査請求書の受付簿への登載漏 ○担当者がお客様にお詫びの上説明 ○お客様相談室において、受付書類の

99

書の回付
漏れにつ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

沖縄 平良
2011年
6月10日

2011年
7月29日

局への審査請求書の回付漏れが判明しまし
た。

れによります。
○書類の進捗管理及び点検が不十分であっ
たため、書類の存在に気付かなかったことに
よるものです。 1名 ― 0

し、了承を得ました。
○審査請求書を厚生局に回付しまし
た。

受付簿記載の徹底及び日々の進捗管
理の徹底を周知しました。

内
部

100

所得状況
届の送付
漏れにつ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

東京 立川
2011年
9月1日

2011年
9月27日

○お客様より、所得状況届の再送付を依頼し
たが、送付されない旨のお申出があり、確認
したところ、担当者の誤認により、所得状況届
を送付していなかったことが判明しました。

○所得状況届の再送付依頼を受けた後、お
客様から市役所へ出向く旨の連絡を受けたた
め、担当者はお客様が市役所で手続きをされ
ると誤認し、所得状況届を送付していなかった
ことによります。
○担当者がお客様に市役所で手続き済で
あったかどうかの確認不足によるものです。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
しましたが、ご納得いただけず、後日文
書を送付させていただくことで了承を得
ました。
○お客様より所得状況届の提出があ
り、処理を行いました。
○お客様に文書を送付しました。

○お客様相談室において、お客様対応
の際に、お客様のお申出をしっかり聴
き取ること及び再送付を行った場合の
処理経過について、一覧表により管理
することを周知・徹底しました。 外

部

101

年金額仮
計算書に
係る年金
見込額の
記載誤りに
ついて

通
知
書
等
の
作
成
誤
り

千葉 千葉
2011年
5月23日

2011年
7月15日

○機構本部の依頼により、記録判明した記録
回答票を確認したところ、お客様に送付した年
金額仮計算書に係る年金見込額の記載誤り
が判明しました。

○年金見込額の算出をした際、お客様の配偶
者様の被用者年金期間が２４０ヵ月以上ある
ため、加給年金が受給できないことを確認し
ていたにもかかわらず、誤って加給年金額を
含んだ見込額を算出し、年金額仮計算書をお
客様へ送付したものです。
○担当者の処理結果の確認漏れ及び決裁に
おいても誤りを発見できなかったことによりま
す。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上経過
を説明し、了承を得ました。また、誤っ
た金額が記載された年金額仮計算書を
返送していただきました。
○正しい金額を記載した年金額仮計算
書をお客様あてに送付しました。

○年金記録課において、年金見込額を
試算する際は、他の職員が試算条件を
確認すること及び決裁を受けてから送
付することを周知・徹底しました。

内
部

102

訂正通知
書の重複
送付につ
いて

通
知
書
等
の
作

ブロック
本部

東北
2011年
7月19日

2011年
7月27日

○委託業者の受電担当者より、お客様から２
週続けて同じ内容の文書が送付された旨の
電話があったとの報告があり、確認したとこ
ろ、訂正通知書を重複して送付していたことが
判明しました。

○記録突合センターの担当者が毎週月曜日
に訂正通知書作成依頼用のデータを登録して
いますが、誤って同じデータを２週続けて登録
したことによります。
○担当者のデータ登録時の注意不足及び確
認不足によるものです。 288名 ― 0

○電話によるお問合せのあったお客様
に、委託業者の受電担当者がお詫び
の上説明し、了承を得ました。
○同一文書を重複して送付した全ての
お客様あてに、お詫びの文書を送付し
ました。
○未登録とな ていたデ タを登録し

○記録突合センターにおいて、訂正通
知書作成用データの登録について、確
認を慎重に行うよう周知しました。

外
部

作
成
誤
り

本部
○未登録となっていたデータを登録し、
お客様あてに訂正通知書を送付しまし
た。

部

20



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

103

厚生年金
加入記録
のお知ら
せの回答
票に係る
回答文書
の作成誤
りについて

通
知
書
等
の
作
成
誤
り

岐阜
美濃
加茂

2011年
8月15日

2011年
8月19日

○お客様が当所より送付した厚生年金加入
記録のお知らせの回答票に係る回答文書を
持参され、未支給年金の相談があり、確認し
たところ、回答文書を誤って作成し、送付して
いたことが判明しました。

○死亡された配偶者様の未統合の国民年金
期間が判明しましたが、国民年金記録に通算
老齢年金裁定済の表示があるにもかかわら
ず、未支給の通算老齢年金として回答文書に
誤って記載したことによります。
○担当者が国民年金記録に表示のあった通
算老齢年金裁定済の確認不足及び決裁時の
チェック漏れによるものです。

1名 ― 0

○機構本部に、お客様の配偶者様の
年金記録の確認を依頼し、未支給年金
を含む国民年金通算老齢年金が既に
支払済であることを確認しました。
○担当者がお客様にお詫びの上、機構
本部に確認の結果、国民年金通算老
齢年金が既に支払済であることを説明
し、了承を得ました。

○年金記録課において、回答文書の複
数名によるチェック体制の強化を図りま
した。

外
部

年金記録
に関する
紙台帳等
の調査結
果のお知

通
知
書
等

ブロック 北関東 2011年 2011年

○お客様からの調査結果に対する回答に基
づき、記録補正処理を行うための確認をしたと
ころ、お客様へ送付した通知内容が誤ってい
たことが判明しました。

○コンピュータの月額変更記録が紙台帳に記
載がないため、本来、コンピュータ記録を取消
して年金額の試算をすべきところ、そのまま年
金見込額を試算し、通知書を送付したことによ
ります

○記録突合センターの担当者がお客様
にお詫びの上説明し、正しい内容に訂
正した通知書を送付することで了承を
得ました。
○通知書の訂正を行い お客様あてに

○記録突合センターにおいて、審査及
び確認作業を慎重に行うよう周知・徹
底しました。

内
104 果のお知

らせの作
成誤りにつ
いて

の
作
成
誤
り

ブロック
本部

北関東
・信越

2011年
6月17日

2011年
8月17日

ります。
○記録突合時の見落しと、その後の決裁で気
付かなかったことによるものです。

1名 ― 0 ○通知書の訂正を行い、お客様あてに
正しい内容の通知書を送付しました。

内
部

105

不支給決
定通知書
の作成誤
りについて

通
知
書
等
の
作
成
誤
り

埼玉
事務

センター
2011年
4月4日

2011年
7月22日

○お客様から遺族年金の審査請求があり、ブ
ロック本部から連絡を受け、確認したところ、
遺族年金に係る不支給決定通知書の作成誤
りが判明しました。

○お客様に送付した不支給決定通知書につ
いて、本来、遺族厚生年金・遺族基礎年金の
不支給について通知すべきところ、誤って遺
族厚生年金のみの不支給決定通知書を作成
し、送付していました。
○遺族基礎年金と遺族厚生年金が同時に発
生する場合の不支給決定通知書について、
遺族厚生年金についてのみの文面でよいと
誤った認識をしていたことによるものです。

3名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、正しい不支給決定通知書を送付す
ることで了承を得ました。
○正しい不支給決定通知書を作成し、
お客様あてに送付しました。

○年金給付グループにおいて、不支給
決定通知書の作成を慎重に行うことを
周知しました。
○また、決裁時の確認を徹底することと
しました。

内
部

加給年金 ○お客様より、加給年金が加算されていない ○支給額変更通知書の基本額に加給年金が ○担当者がお客様にお詫びの上、支給 ○お客様相談室において、年金相談の

106

給年
に係る説
明誤りにつ
いて

説
明
誤
り

北海道 砂川
2011年
9月13日

2011年
10月26日

お客様 り、 給年 算さ な
旨のお申出があり、確認したところ、加給年金
に係る説明誤りが判明しました。

支給額変更通 書 基本額 給年
含まれて通知されていたにもかかわらず、加
算額欄に金額の記載がなかったため、誤って
改めて通知が届くと回答したことによります。
○相談の際、窓口装置で金額、処理経過の
確認を怠ったことによるものです。

1名 ― 0

担 者 お客様 お詫 、支給
額変更通知書の基本額の中に加給年
金額分も含まれていることを説明しまし
たが、ご納得いただけませんでした。
○お客様相談室長がお客様に再度お
詫びの上説明したところ、加給年金の
支払がされていることについてはご理
解いただけましたが、見込額の説明に
ついては了承を得られませんでした。
○その後、お客様からご連絡がないた
め、お問合せがあった場合、引き続き
対応していくこととしました。

お客様相談室 お 、年 相談
際は必ず窓口装置で記録を確認の上、
回答するよう周知・徹底しました。

外
部

障害年金
加算改善
法に係る
説明誤りに 説

明 年金

○年金事務所より、お客様が電話相談におい
て、障害年金加算改善法で配偶者が加算の
対象になると案内されて、添付書類を持参の
上来所されたが、既に配偶者加給年金が支
払され ると 連絡があり 確認 たと

○委託業者のオペレーターが電話相談の際
に、お客様の年金受給状況を確認し、本来、
配偶者加給年金は既に受給中であると説明
すべきところ、誤って支給されますと説明した

と ります

○委託業者の管理者がお客様にお詫
びの上、説明しました。書類等に要した
費用の返還を求められましたが、でき
ない旨をお伝えしたところ、ご納得いた
だけま ん た

○委託業者より、担当者へ今回の事象
の説明を行い、注意喚起したとの報告
書の提出がありました。

外
107

ついて 明
誤
り

本部
年金

相談部
2012年
1月13日

2012年
1月25日

払されているとの連絡があり、確認したとこ
ろ、コールセンターのオペレーターの説明誤り
が判明しました。

ことによります。
○委託業者のオペレーターが年金受給状況
の確認をしなかったことによるものです。

1名 ― 0
だけませんでした。
○お客様から連絡はありませんが、今
後お問合せ等があった場合は、引き続
き対応することとしました。

外
部

21



整理
番号

件名
事故
等の
区分
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対応 対策
判明
契機

108

老齢厚生
年金に係
る受給要
件の説明
誤りについ
て

説
明
誤
り

奈良 奈良
2011年
7月25日

2011年
7月25日

○お客様より、老齢厚生年金の受給要件につ
いて再度お問合せがあり、確認したところ、老
齢厚生年金の受給要件に係る説明誤りが判
明しました。

○お客様は、厚生年金期間と共済組合期間を
合算すると２０年以上であるため、本来、被用
者年金加入者の特例に該当し、老齢厚生年
金受給要件ありと説明すべきところ、誤って受
給要件なしと説明したことによります。
○担当者が厚生年金加入期間のみで２０年
必要であると認識誤りしていたことによるもの
です。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上説明
し、お詫びの文書を送付することで了承
を得ました。
○お客様あてにお詫びの文書を送付し
ました。その後、お客様より老齢厚生年
金裁定請求書の提出があり、裁定処理
が完了したことを確認しました。

○お客様相談室において、老齢年金の
受給要件について再確認し、特に特例
の取扱いについては注意するよう周知
しました。

外
部

109

年金記録
の統合誤
りについて 記

録
訂
正

福島 白河
2009年
3月16日

2011年
7月15日

○他年金事務所より、Ａ様の年金記録に統合
された厚生年金記録について取消依頼があ
り、確認したところ、Ｂ様の厚生年金記録を
誤ってＡ様の年金記録に統合していたことが
判明しました。

○記録統合時、Ａ様がお申出された事業所名
称と厚生年金記録上の事業所名称及び所在
地等の確認が不十分なまま、誤ってＢ様の厚
生年金記録を統合したことによるものです。

2名 過払い 1,683,532

○担当者がＡ様にお詫びの上説明し、
返納について了承を得たため、返納方
法申出書を受理しました。
○担当者がＢ様にお詫びの上説明し、
了承を得ました。
○Ａ様とＢ様の記録を整備の上 返納

○年金記録課において、記録統合時に
は、職歴との整合を図ること及び別人
記録の可能性を確認することを徹底し
ました。

内
部正

誤
り

3月16日 7月15日 ○Ａ様とＢ様の記録を整備の上、返納
方法申出書を機構本部に進達しまし
た。

部

110

年金記録
の統合誤
りについて

記
録
訂
正
誤
り

愛知
名古屋

北
2008年
10月3日

2011年
8月22日

○他年金事務所より、厚生年金保険被保険
者加入期間照会申出書の提出のあったＢ様
の記録照会があり、確認したところ、同姓同
名、同一生年月日のＡ様に誤って厚生年金記
録を統合していたことが判明しました。

○Ａ様から記録相談があった際に、確認不足
により誤って記録統合したことによります。
○氏名索引により判明した厚生年金記録と、
ご本人様のお申出の確認が不十分であったこ
とによるものです。

2名 誤還付 8,500

○担当者がＡ様にお詫びの上説明し、
了承を得ました。また、誤還付した国民
年金保険料の返納についても了承して
いただき、納付書を交付し、納付された
ことを確認しました。
○担当者がＡ様に係る訂正入力を行
い、納付記録を入力の上、Ａ様あてに
被保険者記録回答票を送付しました。
○他年金事務所の担当者がＢ様にお
詫びの上説明し、訂正後の記録を送付
することで了承を得ました。Ｂ様あてに
記録統合処理後の被保険者記録回答
票を送付しました。

○お客様相談室において、年金記録の
相談時における記録統合処理は、ご本
人様の記録であるかの確認を十分行う
よう周知・徹底しました。

内
部

○担当者がお客様にお詫びの上、説明
しました。誤還付した国民年金保険料
を返納していただき、記録を元に戻すこ
とで了承を得ました。
○誤った共済組合記録の統合取消を
行い、年金事務所にて国民年金記録の
補正を行い、返納に係る納付書をお客
様あてに送付しました。
○お客様あてに経過とお詫びの文書を
送付しました。
○誤って統合した共済組合記録につい
ては、お客様の連絡先が不明のため、
統合前の状態に記録を戻しました。

○記録管理グループにおいて、共済組
合記録の統合時は、ご本人様のお申
立内容と、統合する記録の所属共済組
合、勤務先及び勤務地住所の確認を慎
重に行うよう周知しました。
○また、現在契約している委託業者に
今回の事象を情報提供し、共済組合記
録の統合処理について注意喚起しまし
た。

外
部

○委託業者が共済組合記録を統合する際
に、所属共済組合を確認しないまま誤って別
人の記録を統合したものです。

2名 誤還付 224,400111

共済組合
期間の統
合誤りにつ
いて

記
録
訂
正
誤
り

本部
記録

管理部
2009年

10月30日
2012年
2月29日

○共済組合より、お客様の共済組合記録は別
人の記録である旨の連絡があり、確認したと
ころ、共済組合記録の統合誤りが判明しまし
た。
○また、共済組合期間と重複した国民年金期
間について、誤って保険料を還付していたこと
が判明しました。
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整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

112

契約書の
記載誤りに
ついて

事
故
等

本部 調達部
2011年

11月28日
2012年
2月29日

○契約書の整理をした際、記載されている委
託期間が誤った契約書があり、確認したとこ
ろ、委託期間を誤って契約を締結していたこと
が判明しました。

○契約書に記載する委託期間の終期を契約
締結の日から平成２４年１２月３１日とすべきと
ころ、平成２５年３月３１日として契約を締結し
たものです。
○契約伺の決裁後、決裁された契約書（案）と
委託業者に交付する契約書の内容を十分確
認せず、交付してしまいました。

9事
業所

― 0

○担当者が９事業所にお詫びの上説
明し、変更契約することで了承を得まし
た。
○変更契約の締結が完了しました。

○契約書が必要な調達案件について
は、契約書作成時に複数名で確認する
ことを徹底し、チェックリストによる確認
を行うよう改めました。 内

部

○日本年金機構内部にお客様に注意
を促すように指示しています。
○日本年金機構ホームページに、不審
電話及び不審な訪問に関する注意を促
す内容を掲載しています。

○お客様より、「不審な電話があったので、確
認したい」とのお問合せがありました。

○次のような内容の電話連絡があったもので
す。
１）社会保険庁又は社会保険事務所を名乗る
者から、医療費の還付金があるので、指定の
電話番号に電話するよう指示されたとのこと
でした。（４年金事務所）
２）社会保険庁を名乗る者から 医療費の還

千葉

東京

東京

幕張

荒川

中野

○現在、社会保険庁や社会保険事務
所は存在しないことをお伝えしました。
○また、医療費の還付金の取扱いは年
金事務所で行っていないこと及び折り
返しの電話をしないようお伝えしまし
た。

不審電話
について

事
件
等

2012年
5月

２）社会保険庁を名乗る者から、医療費の還
付金があるので、ＡＴＭに行き、指定の電話番
号に電話するよう指示されたとのことでした。
（２年金事務所）

6名 ― 0
113
～
118

事
故
等

東京

愛知

京都

和歌山

中野

笠寺

下京

和歌山
西

2012年
5月
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整理
番号

件名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

1

税還付支払
処理に係る
再振込処理
の不具合に
ついて

2010年
1月

2011年
6月15日

○システム運用部から連絡があり、税額のみ還
付となったお客様の振込不能に係る再振込一括
変更処理において、再振込処理されていないこ
とが判明しました。

○再振込に係る一括変更処理における、プログ
ラム作成時の調査が不十分であったことによる
ものです。

9名 未払い 209,476

○入力処理を行い、お客様に支払しました。
○お客様あてに正しい源泉徴収票とお詫び
の文書を送付しました。

○プログラム作成依頼の内容を見直すととも
に、関係部署と情報を共有し、指示漏れを防
ぐ体制を構築することとしました。

内
部

老齢厚生年
金繰下げ加
算額の計算

○記録突合センターからの照会により、老齢厚
生年金に加算される繰下げ加算額が誤っている
ことが判明しました

○老齢厚生年金の繰下げ加算額は、本来、繰
下げ請求により受給権発生以前の被保険者期
間に基づき計算されるべきところ ６５歳以前の

○１３名のお客様の再裁定を行い、振込通知
書とお詫びの文書をお客様あてに送付しまし
た

○システムの設計に当たり、細部に渡って確
認を行うことを徹底していくこととしました。

日本年金機構の平成24年5月分システム事故等一覧

2

算額の計算
誤りについて

2011年
3月下旬

2011年
11月16日

ことが判明しました。 間に基づき計算されるべきところ、６５歳以前の
被保険者期間のみで計算されたため、本来の年
金額より少額となったものです
○システム開発時の調査が不十分であったこと
によります。

13名 未払い 135,005

た。
○お客様に支払されたことを確認しました。

内
部

3

県外管轄外
住所変更に
係る賞与保
険料の計算
誤りについて 2010年

2月15日
2012年
3月8日

○年金事務所より、県外から住所変更した事業
所の賞与保険料額を確認してほしいとの連絡が
あり、確認したところ、賞与支払届を磁気媒体集
信処理した際に、住所変更前の都道府県の保
険料率で計算していることが判明しました。

○委託業者におけるプログラム作成時の調査が
不十分であったことによります。

8事業所
65名

過徴収
3事
業所
43名

未徴収
5事
業所
22名

過徴収
総額
5,170

未徴収
総額
956

○年金事務所に対応を依頼し、全ての事業
所にお詫びの上説明し、平成２４年３月分の
保険料にて調整することで了承を得たため、
平成２４年３月分保険料を調整しました。
○プログラムの修正を行いました。

○委託業者に対し、プログラム作成時には設
計書の確認作業及びテストの実施を徹底す
るよう申し入れしました。

内
部
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